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○高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

（平成十七年十一月九日） 

（法律第百二十四号） 

最終改正 令和四年六月十七日号外法律第六十八号 

 

第一章 総則（第一条―第五条） 

第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等（第六条―第十九条） 

第三章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等（第二十条―第二十五条） 

第四章 雑則（第二十六条―第二十八条） 

第五章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとって高齢者に対

する虐待を防止することが極めて重要であること等にかんがみ、高齢者虐待の防止等に関する国等の責

務、高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者

に対する養護者による高齢者虐待の防止に資する支援（以下「養護者に対する支援」という。）のための

措置等を定めることにより、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって

高齢者の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

（定義等） 

第二条 この法律において「高齢者」とは、六十五歳以上の者をいう。 

２ この法律において「養護者」とは、高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等（第五項第一

号の施設の業務に従事する者及び同項第二号の事業において業務に従事する者をいう。以下同じ。）以外

のものをいう。 

３ この法律において「高齢者虐待」とは、養護者による高齢者虐待及び養介護施設従事者等による高齢

者虐待をいう。 

４ この法律において「養護者による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

一 養護者がその養護する高齢者について行う次に掲げる行為 

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人によるイ、ハ又は

ニに掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与え

る言動を行うこと。 

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

二 養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財

産上の利益を得ること。 

５ この法律において「養介護施設従事者等による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をい

う。 

一 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の三に規定する老人福祉施設若しくは同法第

二十九条第一項に規定する有料老人ホーム又は介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条第二

十二項に規定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第二十七項に規定する介護老人福祉施設、同条

第二十八項に規定する介護老人保健施設、同条第二十九項に規定する介護医療院若しくは同法第百十

五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センター（以下「養介護施設」という。）の業務に従事す

る者が、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用する高齢者について行う次に掲げる

行為 

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護すべき職務上の
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義務を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与え

る言動を行うこと。 

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。 

二 老人福祉法第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業又は介護保険法第八条第一項に規定

する居宅サービス事業、同条第十四項に規定する地域密着型サービス事業、同条第二十四項に規定す

る居宅介護支援事業、同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービス事業、同条第十二項に規定

する地域密着型介護予防サービス事業若しくは同条第十六項に規定する介護予防支援事業（以下「養

介護事業」という。）において業務に従事する者が、当該養介護事業に係るサービスの提供を受ける高

齢者について行う前号イからホまでに掲げる行為 

６ 六十五歳未満の者であって養介護施設に入所し、その他養介護施設を利用し、又は養介護事業に係る

サービスの提供を受ける障害者（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第一号に規定す

る障害者をいう。）については、高齢者とみなして、養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する規定

を適用する。 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第三条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及

び適切な養護者に対する支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強

化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者に対す

る支援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務に携わる専門的な人材の確保及び資質

の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資するため、高齢

者虐待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の啓発活動を行うも

のとする。 

（国民の責務） 

第四条 国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるとともに、国

又は地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策に協力するよう努め

なければならない。 

（高齢者虐待の早期発見等） 

第五条 養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施設従事者等、

医師、保健師、弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場に

あることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなければならない。 

２ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活動及び高齢者虐

待を受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努めなければならない。 

第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等 

（相談、指導及び助言） 

第六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止及び養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護の

ため、高齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うものとする。 

（養護者による高齢者虐待に係る通報等） 

第七条 養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体

に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

２ 前項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、速や

かに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前

二項の規定による通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

第八条 市町村が前条第一項若しくは第二項の規定による通報又は次条第一項に規定する届出を受けた場
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合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報

又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第九条 市町村は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は高齢者からの養護者による高齢者

虐待を受けた旨の届出を受けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の確認その他当該通報又は届出に

係る事実の確認のための措置を講ずるとともに、第十六条の規定により当該市町村と連携協力する者（以

下「高齢者虐待対応協力者」という。）とその対応について協議を行うものとする。 

２ 市町村又は市町村長は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は前項に規定する届出があ

った場合には、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢者

の保護が図られるよう、養護者による高齢者虐待により生命又は身体に重大な危険が生じているおそれ

があると認められる高齢者を一時的に保護するため迅速に老人福祉法第二十条の三に規定する老人短期

入所施設等に入所させる等、適切に、同法第十条の四第一項若しくは第十一条第一項の規定による措置

を講じ、又は、適切に、同法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする。 

（居室の確保） 

第十条 市町村は、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十条の四第一項第三号

又は第十一条第一項第一号若しくは第二号の規定による措置を採るために必要な居室を確保するための

措置を講ずるものとする。 

（立入調査） 

第十一条 市町村長は、養護者による高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている

おそれがあると認めるときは、介護保険法第百十五条の四十六第二項の規定により設置する地域包括支

援センターの職員その他の高齢者の福祉に関する事務に従事する職員をして、当該高齢者の住所又は居

所に立ち入り、必要な調査又は質問をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

（警察署長に対する援助要請等） 

第十二条 市町村長は、前条第一項の規定による立入り及び調査又は質問をさせようとする場合において、

これらの職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該高齢者の住所又は居所の所在地を管轄する

警察署長に対し援助を求めることができる。 

２ 市町村長は、高齢者の生命又は身体の安全の確保に万全を期する観点から、必要に応じ適切に、前項

の規定により警察署長に対し援助を求めなければならない。 

３ 警察署長は、第一項の規定による援助の求めを受けた場合において、高齢者の生命又は身体の安全を

確保するため必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官に、同項の職務の執行を援助するために必

要な警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところによる措置を講

じさせるよう努めなければならない。 

（面会の制限） 

第十三条 養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十一条第一項第二号又は第三号

の措置が採られた場合においては、市町村長又は当該措置に係る養介護施設の長は、養護者による高齢

者虐待の防止及び当該高齢者の保護の観点から、当該養護者による高齢者虐待を行った養護者について

当該高齢者との面会を制限することができる。 

（養護者の支援） 

第十四条 市町村は、第六条に規定するもののほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に対する相談、指

導及び助言その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市町村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を図るため緊急の

必要があると認める場合に高齢者が短期間養護を受けるために必要となる居室を確保するための措置を

講ずるものとする。 
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（専門的に従事する職員の確保） 

第十五条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及

び養護者に対する支援を適切に実施するために、これらの事務に専門的に従事する職員を確保するよう

努めなければならない。 

（連携協力体制） 

第十六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及

び養護者に対する支援を適切に実施するため、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護

支援センター、介護保険法第百十五条の四十六第三項の規定により設置された地域包括支援センターそ

の他関係機関、民間団体等との連携協力体制を整備しなければならない。この場合において、養護者に

よる高齢者虐待にいつでも迅速に対応することができるよう、特に配慮しなければならない。 

（事務の委託） 

第十七条 市町村は、高齢者虐待対応協力者のうち適当と認められるものに、第六条の規定による相談、

指導及び助言、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規定する届出の受理、

同項の規定による高齢者の安全の確認その他通報又は届出に係る事実の確認のための措置並びに第十四

条第一項の規定による養護者の負担の軽減のための措置に関する事務の全部又は一部を委託することが

できる。 

２ 前項の規定による委託を受けた高齢者虐待対応協力者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者

であった者は、正当な理由なしに、その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 第一項の規定により第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規定する届出

の受理に関する事務の委託を受けた高齢者虐待対応協力者が第七条第一項若しくは第二項の規定による

通報又は第九条第一項に規定する届出を受けた場合には、当該通報又は届出を受けた高齢者虐待対応協

力者又はその役員若しくは職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定

させるものを漏らしてはならない。 

（周知） 

第十八条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又

は第九条第一項に規定する届出の受理、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護、養護者に対す

る支援等に関する事務についての窓口となる部局及び高齢者虐待対応協力者の名称を明示すること等に

より、当該部局及び高齢者虐待対応協力者を周知させなければならない。 

（都道府県の援助等） 

第十九条 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、

市町村に対する情報の提供その他必要な援助を行うものとする。 

２ 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の適切な実施を確保するため必要があると認める

ときは、市町村に対し、必要な助言を行うことができる。 

第三章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等 

（養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置） 

第二十条 養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実施、当該養介

護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に係るサービスの提供を受ける

高齢者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備その他の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防

止等のための措置を講ずるものとする。 

（養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る通報等） 

第二十一条 養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事している養介護施設又は

養介護事業（当該養介護施設の設置者若しくは当該養介護事業を行う者が設置する養介護施設又はこれ

らの者が行う養介護事業を含む。）において業務に従事する養介護施設従事者等による高齢者虐待を受け

たと思われる高齢者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

２ 前項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見し

た者は、当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報

しなければならない。 
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３ 前二項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見

した者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。 

４ 養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出ることができる。 

５ 第十八条の規定は、第一項から第三項までの規定による通報又は前項の規定による届出の受理に関す

る事務を担当する部局の周知について準用する。 

６ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項から第三項までの規定によ

る通報（虚偽であるもの及び過失によるものを除く。次項において同じ。）をすることを妨げるものと解

釈してはならない。 

７ 養介護施設従事者等は、第一項から第三項までの規定による通報をしたことを理由として、解雇その

他不利益な取扱いを受けない。 

第二十二条 市町村は、前条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定による届出を

受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該通報又は届出に係る養介護施設従事者等によ

る高齢者虐待に関する事項を、当該養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る養介護施設又は当該養

介護施設従事者等による高齢者虐待に係る養介護事業の事業所の所在地の都道府県に報告しなければな

らない。 

２ 前項の規定は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市

及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市については、厚生労働省令で定める場合を除き、適用

しない。 

第二十三条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定による届

出を受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であ

って当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。都道府県が前条第一項の規定

による報告を受けた場合における当該報告を受けた都道府県の職員についても、同様とする。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第二十四条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報若しくは同条第四項の規定によ

る届出を受け、又は都道府県が第二十二条第一項の規定による報告を受けたときは、市町村長又は都道

府県知事は、養介護施設の業務又は養介護事業の適正な運営を確保することにより、当該通報又は届出

に係る高齢者に対する養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護を図るため、

老人福祉法又は介護保険法の規定による権限を適切に行使するものとする。 

（公表） 

第二十五条 都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況、養介護施設従事者

等による高齢者虐待があった場合にとった措置その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとする。 

第四章 雑則 

（調査研究） 

第二十六条 国は、高齢者虐待の事例の分析を行うとともに、高齢者虐待があった場合の適切な対応方法、

高齢者に対する適切な養護の方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養

護者に対する支援に資する事項について調査及び研究を行うものとする。 

（財産上の不当取引による被害の防止等） 

第二十七条 市町村は、養護者、高齢者の親族又は養介護施設従事者等以外の者が不当に財産上の利益を

得る目的で高齢者と行う取引（以下「財産上の不当取引」という。）による高齢者の被害について、相談

に応じ、若しくは消費生活に関する業務を担当する部局その他の関係機関を紹介し、又は高齢者虐待対

応協力者に、財産上の不当取引による高齢者の被害に係る相談若しくは関係機関の紹介の実施を委託す

るものとする。 

２ 市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある高齢者について、適切に、老人

福祉法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする。 

（成年後見制度の利用促進） 

第二十八条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに財産

上の不当取引による高齢者の被害の防止及び救済を図るため、成年後見制度の周知のための措置、成年
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後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講ずることにより、成年後見制度が広く利用

されるようにしなければならない。 

第五章 罰則 

第二十九条 第十七条第二項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 正当な理由がなく、第十一条第一項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は

同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは高齢者に答弁をさせず、

若しくは虚偽の答弁をさせた者は、三十万円以下の罰金に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、平成十八年四月一日から施行する。 

（検討） 

２ 高齢者以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするものに対する虐待の防止等

のための制度については、速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるもの

とする。 

３ 高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための制度については、この法律の施行後三年を目途と

して、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられる

ものとする。 

附 則 〔平成一八年六月二一日法律第八三号抄〕  

沿革 

平成一八年一二月二〇日号外法律第一一六号〔道州制特別区域における広  

域行政の推進に関する法律附則六条による改正〕 

平成二三年 六月二二日号外法律第七二号〔介護サービスの基盤強化のため 

 の介護保険法等の一部を改正する法律四条による改正〕 

平成二九年 六月 二日号外法律第五二号〔地域包括ケアシステムの強化の 

 ための介護保険法等の一部を改正する法律三条による改正〕 

令和 二年 六月一二日号外法律第五二号〔地域共生社会の実現のための社 

会福祉法等の一部を改正する法律附則六条による改正〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該

各号に定める日から施行する。 

一 第十条並びに附則第四条、〔中略〕第百三十一条から第百三十三条までの規定 公布の日 

二～五 〔略〕 

六 〔前略〕附則第五十三条、〔中略〕第百十一条、第百十一条の二及び第百三十条の二の規定 平成二

十四年四月一日 

（健康保険法等の一部改正に伴う経過措置） 

第百三十条の二 第二十六条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の介護保険法（以下この条に

おいて「旧介護保険法」という。）第四十八条第一項第三号の指定を受けている旧介護保険法第八条第二

十六項に規定する介護療養型医療施設については、第五条の規定による改正前の健康保険法の規定、第

九条の規定による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律の規定、第十四条の規定による改正前の国

民健康保険法の規定、第二十条の規定による改正前の船員保険法の規定、旧介護保険法の規定、附則第

五十八条の規定による改正前の国家公務員共済組合法の規定、附則第六十七条の規定による改正前の地

方公務員等共済組合法の規定、附則第九十条の規定による改正前の船員職業安定法の規定、附則第九十

一条の規定による改正前の生活保護法の規定、附則第九十六条の規定による改正前の船員の雇用の促進

に関する特別措置法の規定、附則第百十一条の規定による改正前の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者

に対する支援等に関する法律の規定及び附則第百十一条の二の規定による改正前の道州制特別区域にお

ける広域行政の推進に関する法律の規定（これらの規定に基づく命令の規定を含む。）は、令和六年三月

三十一日までの間、なおその効力を有する。 
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２ 前項の規定によりなおその効力を有するものとされた旧介護保険法第四十八条第一項第三号の規定に

より令和六年三月三十一日までに行われた指定介護療養施設サービスに係る保険給付については、同日

後も、なお従前の例による。 

３ 第二十六条の規定の施行の日前にされた旧介護保険法第百七条第一項の指定の申請であって、第二十

六条の規定の施行の際、指定をするかどうかの処分がなされていないものについての当該処分について

は、なお従前の例による。この場合において、同条の規定の施行の日以後に旧介護保険法第八条第二十

六項に規定する介護療養型医療施設について旧介護保険法第四十八条第一項第三号の指定があったとき

は、第一項の介護療養型医療施設とみなして、同項の規定によりなおその効力を有するものとされた規

定を適用する。 

（罰則に関する経過措置） 

第百三十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下同じ。）の施行前に

した行為、この附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合及びこの附則の規定によりなお

その効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為並びにこの法律の施行後前条

第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる同項に規定する法律の規定の失効前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第百三十二条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下この条にお

いて同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法律の規定に相

当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規

定によってしたものとみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により届出その他の手続をしなければならない事

項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく命

令に別段の定めがあるものを除き、これを、改正後のそれぞれの法律中の相当の規定により手続がされ

ていないものとみなして、改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百三十三条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

附 則〔平成一八年一二月二〇日法律第一一六号抄〕 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

〔後略〕 

〔平成一九年一月政令一〇号により、平成一九・一・二六から施行〕 

附 則〔平成二〇年五月二八日法律第四二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

〔平成二一年一月政令九号により、平成二一・五・一から施行〕 

附 則 〔平成二三年六月二二日法律第七二号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 〔前略〕第四条、第六条及び第七条の規定並びに附則第九条〔中略〕及び第五十条から第五十二条ま

での規定 公布の日 

二 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第五十一条 この法律（附則第一条第一号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 
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第五十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 〔平成二三年六月二四日法律第七九号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年十月一日から施行する。 

（調整規定） 

第四条 この法律の施行の日が障害者基本法の一部を改正する法律（平成二十三年法律第九十号）の施行

の日前である場合には、同法の施行の日の前日までの間における第二条第一項及び前条の規定による改

正後の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第二条第六項の規定の適用につ

いては、これらの規定中「第二条第一号」とあるのは、「第二条」とする。 

附 則 〔平成二六年六月二五日法律第八三号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日又は平成二十六年四月一日のいずれか遅い日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第七条、〔中略〕第七十一条及び第七十二条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

三 〔前略〕附則第五十九条中高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成   

十七年法律第百二十四号）第二条第五項第二号の改正規定（「同条第十四項」を「同条第十二項」に、

「同条第十八項」を「同条第十六項」に改める部分に限る。）並びに附則第六十五条、第六十六条及び 

第七十条の規定 平成二十七年四月一日 

四・五 〔略〕 

六 〔前略〕附則第五十九条の規定（第三号に掲げる改正規定を除く。）並びに附則第六十条の規定 平

成二十八年四月一日までの間において政令で定める日 

〔平成二七年二月政令四九号により、平成二八・四・一から施行〕 

七 〔略〕 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。）

の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法

律の施行後にした行為及びこの附則の規定によりなお効力を有することとされる場合におけるこの法律

の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第七十二条 附則第三条から第四十一条まで及び前条に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な

経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成二九年六月二日法律第五二号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第三条の規定並びに次条並びに附則第十五条、第十六条、第二十七条、第二十九条、第三十一条、第

三十六条及び第四十七条から第四十九条までの規定 公布の日 

二・三 〔略〕 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四十八条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条において同じ。）

の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律

の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過

措置を含む。）は、政令で定める。 
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附 則〔令和二年六月一二日法律第五二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 〔前略〕附則第六条の規定〔中略〕 公布の日 

二 〔略〕 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号。以下「刑法等一部改正法」という。）

及びこの法律（以下「刑法等一部改正法等」という。）の施行前にした行為の処罰については、次章に別段の

定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対して、他の法律の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の法律の規定の例によることとされる罰則を適用す

る場合において、当該罰則に定める刑（刑法施行法第十九条第一項の規定又は第八十二条の規定による改正後

の沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律第二十五条第四項の規定の適用後のものを含む。）に刑法等一部改

正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四十年法律第四十五号。以下この項において「旧刑法」という。）

第十二条に規定する懲役（以下「懲役」という。）、旧刑法第十三条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）又

は旧刑法第十六条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち無期の懲役又

は禁錮はそれぞれ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期（刑法施行法第二十条

の規定の適用後のものを含む。）を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施行法第二十条の

規定の適用後のものを含む。）を同じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判の効力並びにその執行については、次章に別段の定めがある 

 もののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられた者に係る人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期の懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ無期拘禁刑に処せられた者と、有期の懲役又は禁錮に処せられ

た者はそれぞれ刑期を同じくする有期拘禁刑に処せられた者と、旧拘留に処せられた者は拘留に処せられた者

とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法律の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を有 

 することとされ又は改正前若しくは廃止前の法律の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規

定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は

刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者

とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部を改正する法律＝令和四年六月法律第六七号〕施行日〔令和 

 七年六月一日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 
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○老人福祉法 

（昭和三十八年七月十一日） 

（法律第百三十三号） 

最終改正 令和五年五月十九日号外法律第三十一号 

 

第一章 総則（第一条―第十条の二） 

第二章 福祉の措置（第十条の三―第十三条の二） 

第三章 事業及び施設（第十四条―第二十条の七の二） 

第三章の二 老人福祉計画（第二十条の八―第二十条の十一） 

第四章 費用（第二十一条―第二十八条） 

第四章の二 有料老人ホーム（第二十九条―第三十一条の五） 

第五章 雑則（第三十二条―第三十七条） 

第六章 罰則（第三十八条―第四十三条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、老人に対し、その心身の健康の

保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、もつて老人の福祉を図ることを目的とする。 

（基本的理念） 

第二条 老人は、多年にわたり社会の進展に寄与してきた者として、かつ、豊富な知識と経験を有する者

として敬愛されるとともに、生きがいを持てる健全で安らかな生活を保障されるものとする。 

第三条 老人は、老齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して、常に心身の健康を保持し、又は、その知識と

経験を活用して、社会的活動に参加するように努めるものとする。 

２ 老人は、その希望と能力とに応じ、適当な仕事に従事する機会その他社会的活動に参加する機会を与

えられるものとする。 

（老人福祉増進の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、老人の福祉を増進する責務を有する。 

２ 国及び地方公共団体は、老人の福祉に関係のある施策を講ずるに当たっては、その施策を通じて、前

二条に規定する基本的理念が具現されるように配慮しなければならない。 

３ 老人の生活に直接影響を及ぼす事業を営む者は、その事業の運営に当たっては、老人の福祉が増進さ

れるように努めなければならない。 

（老人の日及び老人週間） 

第五条 国民の間に広く老人の福祉についての関心と理解を深めるとともに、老人に対し自らの生活の向

上に努める意欲を促すため、老人の日及び老人週間を設ける。 

２ 老人の日は九月十五日とし、老人週間は同日から同月二十一日までとする。 

３ 国は、老人の日においてその趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めるものとし、国及び地方公共

団体は、老人週間において老人の団体その他の者によってその趣旨にふさわしい行事が実施されるよう

奨励しなければならない。 

（定義） 

第五条の二 この法律において、「老人居宅生活支援事業」とは、老人居宅介護等事業、老人デイサービス

事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生活援助事業及び複合

型サービス福祉事業をいう。 

２ この法律において、「老人居宅介護等事業」とは、第十条の四第一項第一号の措置に係る者又は介護保

険法（平成九年法律第百二十三号）の規定による訪問介護に係る居宅介護サービス費若しくは定期巡回・

随時対応型訪問介護看護若しくは夜間対応型訪問介護に係る地域密着型介護サービス費の支給に係る者

その他の政令で定める者につき、これらの者の居宅において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常
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生活を営むのに必要な便宜であって厚生労働省令で定めるものを供与する事業又は同法第百十五条の四

十五第一項第一号イに規定する第一号訪問事業（以下「第一号訪問事業」という。）であつて厚生労働省

令で定めるものをいう。 

３ この法律において、「老人デイサービス事業」とは、第十条の四第一項第二号の措置に係る者又は介護

保険法の規定による通所介護に係る居宅介護サービス費、地域密着型通所介護若しくは認知症対応型通

所介護に係る地域密着型介護サービス費若しくは介護予防認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護

予防サービス費の支給に係る者その他の政令で定める者（その者を現に養護する者を含む。）を特別養護

老人ホームその他の厚生労働省令で定める施設に通わせ、これらの者につき入浴、排せつ、食事等の介

護、機能訓練、介護方法の指導その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業又は同法第百十五条

の四十五第一項第一号ロに規定する第一号通所事業（以下「第一号通所事業」という。）であつて厚生労

働省令で定めるものをいう。 

４ この法律において、「老人短期入所事業」とは、第十条の四第一項第三号の措置に係る者又は介護保険

法の規定による短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費若しくは介護予防短期入所生活介護に係る

介護予防サービス費の支給に係る者その他の政令で定める者を特別養護老人ホームその他の厚生労働省

令で定める施設に短期間入所させ、養護する事業をいう。 

５ この法律において、「小規模多機能型居宅介護事業」とは、第十条の四第一項第四号の措置に係る者又

は介護保険法の規定による小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型介護サービス費若しくは介護予防

小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型介護予防サービス費の支給に係る者その他の政令で定める者

につき、これらの者の心身の状況、置かれている環境等に応じて、それらの者の選択に基づき、それら

の者の居宅において、又は厚生労働省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、

当該拠点において、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活を営むのに必要な便宜であつて厚生

労働省令で定めるもの及び機能訓練を供与する事業をいう。 

６ この法律において、「認知症対応型老人共同生活援助事業」とは、第十条の四第一項第五号の措置に係

る者又は介護保険法の規定による認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費若しくは

介護予防認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護予防サービス費の支給に係る者その他の政令

で定める者につき、これらの者が共同生活を営むべき住居において入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の援助を行う事業をいう。 

７ この法律において、「複合型サービス福祉事業」とは、第十条の四第一項第六号の措置に係る者又は介

護保険法の規定による複合型サービス（訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護又は小規模多機能

型居宅介護（以下「訪問介護等」という。）を含むものに限る。）に係る地域密着型介護サービス費の支

給に係る者その他の政令で定める者につき、同法に規定する訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問

リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短

期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認

知症対応型通所介護又は小規模多機能型居宅介護を二種類以上組み合わせることにより提供されるサー

ビスのうち、同法第八条第二十三項第一号に掲げるものその他の居宅要介護者について一体的に提供さ

れることが特に効果的かつ効率的なサービスの組合せにより提供されるサービスとして厚生労働省令で

定めるものを供与する事業をいう。 

第五条の三 この法律において、「老人福祉施設」とは、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、

養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老人介護支援センター

をいう。 

（福祉の措置の実施者） 

第五条の四 六十五歳以上の者（六十五歳未満の者であって特に必要があると認められるものを含む。以

下同じ。）又はその者を現に養護する者（以下「養護者」という。）に対する第十条の四及び第十一条の

規定による福祉の措置は、その六十五歳以上の者が居住地を有するときは、その居住地の市町村が、居

住地を有しないか、又はその居住地が明らかでないときは、その現在地の市町村が行うものとする。た

だし、同条第一項第一号若しくは第二号の規定により入所している六十五歳以上の者又は生活保護法（昭
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和二十五年法律第百四十四号）第三十条第一項ただし書の規定により同法第三十八条第二項に規定する

救護施設、同条第三項に規定する更生施設若しくは同法第三十条第一項ただし書に規定するその他の適

当な施設に入所している六十五歳以上の者については、これらの者が入所前に居住地を有した者である

ときは、その居住地の市町村が、これらの者が入所前に居住地を有しないか、又はその居住地が明らか

でなかつた者であるときは、入所前におけるこれらの者の所在地の市町村が行うものとする。 

２ 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一 老人の福祉に関し、必要な実情の把握に努めること。 

二 老人の福祉に関し、必要な情報の提供を行い、並びに相談に応じ、必要な調査及び指導を行い、並

びにこれらに付随する業務を行うこと。 

（市町村の福祉事務所） 

第五条の五 市町村の設置する福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に

関する事務所をいう。以下同じ。）は、この法律の施行に関し、主として前条第二項各号に掲げる業務を

行うものとする。 

（市町村の福祉事務所の社会福祉主事） 

第六条 市及び福祉事務所を設置する町村は、その設置する福祉事務所に、福祉事務所の長（以下「福祉事

務所長」という。）の指揮監督を受けて、主として次に掲げる業務を行う所員として、社会福祉主事を置

かなければならない。 

一福祉事務所の所員に対し、老人の福祉に関する技術的指導を行うこと。 

二第五条の四第二項第二号に規定する業務のうち、専門的技術を必要とする業務を行うこと。 

（連絡調整等の実施者） 

第六条の二 都道府県は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一この法律に基づく福祉の措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、市町村に対する情報の提供そ

の他必要な援助を行うこと及びこれらに付随する業務を行うこと。 

二老人の福祉に関し、各市町村の区域を超えた広域的な見地から、実情の把握に努めること。 

２ 都道府県知事は、この法律に基づく福祉の措置の適切な実施を確保するため必要があると認めるとき

は、市町村に対し、必要な助言を行うことができる。 

３ 都道府県知事は、この法律の規定による都道府県の事務の全部又は一部を、その管理する福祉事務所

長に委任することができる。 

（都道府県の福祉事務所の社会福祉主事） 

第七条 都道府県は、その設置する福祉事務所に、福祉事務所長の指揮監督を受けて、主として前条第一

項第一号に掲げる業務のうち専門的技術を必要とするものを行う所員として、社会福祉主事を置くこと

ができる。 

（保健所の協力） 

第八条 保健所は、老人の福祉に関し、老人福祉施設等に対し、栄養の改善その他衛生に関する事項につ

いて必要な協力を行うものとする。 

（民生委員の協力） 

第九条 民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員は、この法律の施行について、市

町村長、福祉事務所長又は社会福祉主事の事務の執行に協力するものとする。 

（介護等に関する措置） 

第十条 身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障がある老人の介護等に関する措置

については、この法律に定めるもののほか、介護保険法の定めるところによる。 

（連携及び調整） 

第十条の二 この法律に基づく福祉の措置の実施に当たっては、前条に規定する介護保険法に基づく措置

との連携及び調整に努めなければならない。 

第二章 福祉の措置 

（支援体制の整備等） 

第十条の三 市町村は、六十五歳以上の者であって、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営
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むのに支障があるものが、心身の状況、その置かれている環境等に応じて、自立した日常生活を営むた

めに最も適切な支援が総合的に受けられるように、次条及び第十一条の措置その他地域の実情に応じた

きめ細かな措置の積極的な実施に努めるとともに、これらの措置、介護保険法に規定する居宅サービス、

地域密着型サービス、居宅介護支援、施設サービス、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス

及び介護予防支援、生活支援等（心身の状況の把握その他の六十五歳以上の者の地域における自立した

日常生活の支援及び要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状

態の軽減若しくは悪化の防止をいう。第十二条の三において同じ。）並びに老人クラブその他老人の福祉

を増進することを目的とする事業を行う者及び民生委員の活動の連携及び調整を図る等地域の実情に応

じた体制の整備に努めなければならない。 

２ 市町村は、前項の体制の整備に当たっては、六十五歳以上の者が身体上又は精神上の障害があるため

に日常生活を営むのに支障が生じた場合においても、引き続き居宅において日常生活を営むことができ

るよう配慮しなければならない。 

（居宅における介護等） 

第十条の四 市町村は、必要に応じて、次の措置を採ることができる。 

一 六十五歳以上の者であって、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障がある

ものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護（厚生労働省令で定める部分に限る。第二十条の八第四項において同じ。）若しくは夜間対応型訪問

介護又は第一号訪問事業を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者につき、政令で

定める基準に従い、その者の居宅において第五条の二第二項の厚生労働省令で定める便宜を供与し、

又は当該市町村以外の者に当該便宜を供与することを委託すること。 

二 六十五歳以上の者であって、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障がある

ものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応

型通所介護若しくは介護予防認知症対応型通所介護又は第一号通所事業を利用することが著しく困

難であると認めるときは、その者（養護者を含む。）を、政令で定める基準に従い、当該市町村の設置

する老人デイサービスセンター若しくは第五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設（以下「老人

デイサービスセンター等」という。）に通わせ、同項の厚生労働省令で定める便宜を供与し、又は当該

市町村以外の者の設置する老人デイサービスセンター等に通わせ、当該便宜を供与することを委託す

ること。 

三 六十五歳以上の者であって、養護者の疾病その他の理由により、居宅において介護を受けることが

一時的に困難となったものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する短期入所生活介護又は

介護予防短期入所生活介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者を、政令で定

める基準に従い、当該市町村の設置する老人短期入所施設若しくは第五条の二第四項の厚生労働省令

で定める施設（以下「老人短期入所施設等」という。）に短期間入所させ、養護を行い、又は当該市町

村以外の者の設置する老人短期入所施設等に短期間入所させ、養護することを委託すること。 

四 六十五歳以上の者であって、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障がある

ものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する小規模多機能型居宅介護又は介護予防小規模

多機能型居宅介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者につき、政令で定める

基準に従い、その者の居宅において、又は第五条の二第五項の厚生労働省令で定めるサービスの拠点

に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、同項の厚生労働省令で定める便宜及び機能

訓練を供与し、又は当該市町村以外の者に当該便宜及び機能訓練を供与することを委託すること。 

五 六十五歳以上の者であって、認知症（介護保険法第五条の二第一項に規定する認知症をいう。以下

同じ。）であるために日常生活を営むのに支障があるもの（その者の認知症の原因となる疾患が急性の

状態にある者を除く。）が、やむを得ない事由により同法に規定する認知症対応型共同生活介護又は介

護予防認知症対応型共同生活介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者につき、

政令で定める基準に従い、第五条の二第六項に規定する住居において入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の援助を行い、又は当該市町村以外の者に当該住居において入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の援助を行うことを委託すること。 



 

92 

 

六 六十五歳以上の者であって、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障がある

ものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する複合型サービス（訪問介護等（定期巡回・随

時対応型訪問介護看護にあっては、厚生労働省令で定める部分に限る。）に係る部分に限る。第二十条

の八第四項において同じ。）を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者につき、政令

で定める基準に従い、第五条の二第七項の厚生労働省令で定めるサービスを供与し、又は当該市町村

以外の者に当該サービスを供与することを委託すること。 

２ 市町村は、六十五歳以上の者であって、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支

障があるものにつき、前項各号の措置を採るほか、その福祉を図るため、必要に応じて、日常生活上の

便宜を図るための用具であって厚生労働大臣が定めるものを給付し、若しくは貸与し、又は当該市町村

以外の者にこれを給付し、若しくは貸与することを委託する措置を採ることができる。 

（老人ホームへの入所等） 

第十一条 市町村は、必要に応じて、次の措置を採らなければならない。 

一 六十五歳以上の者であって、環境上の理由及び経済的理由（政令で定めるものに限る。）により居宅

において養護を受けることが困難なものを当該市町村の設置する養護老人ホームに入所させ、又は当

該市町村以外の者の設置する養護老人ホームに入所を委託すること。 

二 六十五歳以上の者であって、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、か

つ、居宅においてこれを受けることが困難なものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する

地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設に入所することが著しく困難であると認めると

きは、その者を当該市町村の設置する特別養護老人ホームに入所させ、又は当該市町村以外の者の設

置する特別養護老人ホームに入所を委託すること。 

三 六十五歳以上の者であって、養護者がないか、又は養護者があってもこれに養護させることが不適

当であると認められるものの養護を養護受託者（老人を自己の下に預って養護することを希望する者

であつて、市町村長が適当と認めるものをいう。以下同じ。）のうち政令で定めるものに委託するこ

と。 

２ 市町村は、前項の規定により養護老人ホーム若しくは特別養護老人ホームに入所させ、若しくは入所

を委託し、又はその養護を養護受託者に委託した者が死亡した場合において、その葬祭（葬祭のために

必要な処理を含む。以下同じ。）を行う者がないときは、その葬祭を行い、又はその者を入所させ、若し

くは養護していた養護老人ホーム、特別養護老人ホーム若しくは養護受託者にその葬祭を行うことを委

託する措置を採ることができる。 

（措置の解除に係る説明等） 

第十二条 市町村長は、第十条の四又は前条第一項の措置を解除しようとするときは、あらかじめ、当該

措置に係る者に対し、当該措置の解除の理由について説明するとともに、その意見を聴かなければなら

ない。ただし、当該措置に係る者から当該措置の解除の申出があつた場合その他厚生労働省令で定める

場合においては、この限りでない。 

（行政手続法の適用除外） 

第十二条の二 第十条の四又は第十一条第一項の措置を解除する処分については、行政手続法（平成五年

法律第八十八号）第三章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

（生活支援等に関する情報の公表） 

第十二条の三 市町村は、生活支援等を行う者から提供を受けた当該生活支援等を行う者が行う生活支援

等の内容に関する情報その他の厚生労働省令で定める情報について、公表を行うよう努めなければなら

ない。 

（老人福祉の増進のための事業） 

第十三条 地方公共団体は、老人の心身の健康の保持に資するための教養講座、レクリエーションその他

広く老人が自主的かつ積極的に参加することができる事業（以下「老人健康保持事業」という。）を実施

するように努めなければならない。 

２ 地方公共団体は、老人の福祉を増進することを目的とする事業の振興を図るとともに、老人クラブそ

の他当該事業を行う者に対して、適当な援助をするように努めなければならない。 
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（研究開発の推進） 

第十三条の二 国は、老人の心身の特性に応じた介護方法の研究開発並びに老人の日常生活上の便宜を図

るための用具及び機能訓練のための用具であって身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営む

のに支障がある者に使用させることを目的とするものの研究開発の推進に努めなければならない。 

第三章 事業及び施設 

（老人居宅生活支援事業の開始） 

第十四条 国及び都道府県以外の者は、厚生労働省令の定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令

で定める事項を都道府県知事に届け出て、老人居宅生活支援事業を行うことができる。 

（変更） 

第十四条の二 前条の規定による届出をした者は、厚生労働省令で定める事項に変更を生じたときは、変

更の日から一月以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（廃止又は休止） 

第十四条の三 国及び都道府県以外の者は、老人居宅生活支援事業を廃止し、又は休止しようとするとき

は、その廃止又は休止の日の一月前までに、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出なけれ

ばならない。 

（家賃等以外の金品受領の禁止等） 

第十四条の四 認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者は、家賃、敷金及び入浴、排せつ、食事等の介

護その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価として受領する費用を除くほか、権利金その他の金品を

受領してはならない。 

２ 認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者のうち、終身にわたって受領すべき家賃その他厚生労働

省令で定めるものの全部又は一部を前払金として一括して受領するものは、当該前払金の算定の基礎を

書面で明示し、かつ、当該前払金について返還債務を負うこととなる場合に備えて厚生労働省令で定め

るところにより必要な保全措置を講じなければならない。 

３ 認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者は、前項に規定する前払金を受領する場合においては、

第五条の二第六項に規定する住居に入居した日から厚生労働省令で定める一定の期間を経過する日まで

の間に、当該入居及び入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の援助につき契約が解除され、

又は入居者の死亡により終了した場合に当該前払金の額から厚生労働省令で定める方法により算定され

る額を控除した額に相当する額を返還する旨の契約を締結しなければならない。 

（施設の設置） 

第十五条 都道府県は、老人福祉施設を設置することができる。 

２ 国及び都道府県以外の者は、厚生労働省令の定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定め

る事項を都道府県知事に届け出て、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設又は老人介護支援セ

ンターを設置することができる。 

３ 市町村及び地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規

定する地方独立行政法人をいう。第十六条第二項において同じ。）は、厚生労働省令の定めるところによ

り、あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出て、養護老人ホーム又は特別養護

老人ホームを設置することができる。 

４ 社会福祉法人は、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事の認可を受けて、養護老人ホー

ム又は特別養護老人ホームを設置することができる。 

５ 国及び都道府県以外の者は、社会福祉法の定めるところにより、軽費老人ホーム又は老人福祉センタ

ーを設置することができる。 

６ 都道府県知事は、第四項の認可の申請があつた場合において、当該申請に係る養護老人ホーム若しく

は特別養護老人ホームの所在地を含む区域（介護保険法第百十八条第二項第一号の規定により当該都道

府県が定める区域とする。）における養護老人ホーム若しくは特別養護老人ホームの入所定員の総数が、

第二十条の九第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県老人福祉計画において定めるその区域

の養護老人ホーム若しくは特別養護老人ホームの必要入所定員総数に既に達しているか、又は当該申請

に係る養護老人ホーム若しくは特別養護老人ホームの設置によつてこれを超えることになると認めると
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き、その他の当該都道府県老人福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四項の

認可をしないことができる。 

（変更） 

第十五条の二 前条第二項の規定による届出をした者は、厚生労働省令で定める事項に変更を生じたとき

は、変更の日から一月以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 前条第三項の規定による届出をし、又は同条第四項の規定による認可を受けた者は、厚生労働省令で

定める事項を変更しようとするときは、あらかじめ、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（廃止、休止若しくは入所定員の減少又は入所定員の増加） 

第十六条 国及び都道府県以外の者は、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設又は老人介護支援

センターを廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の一月前までに、厚生労働省

令で定める事項を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 市町村及び地方独立行政法人は、養護老人ホーム又は特別養護老人ホームを廃止し、休止し、若しく

はその入所定員を減少し、又はその入所定員を増加しようとするときは、その廃止、休止若しくは入所

定員の減少又は入所定員の増加の日の一月前までに、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け

出なければならない。 

３ 社会福祉法人は、養護老人ホーム又は特別養護老人ホームを廃止し、休止し、若しくはその入所定員

を減少し、又はその入所定員を増加しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃

止、休止若しくは入所定員の減少の時期又は入所定員の増加について、都道府県知事の認可を受けなけ

ればならない。 

４ 第十五条第六項の規定は、前項の規定により社会福祉法人が養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム

の入所定員の増加の認可の申請をした場合について準用する。 

（施設の基準） 

第十七条 都道府県は、養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営について、条例で基準を

定めなければならない。 

２ 都道府県が前項の条例を定めるに当たつては、第一号から第三号までに掲げる事項については厚生労

働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に掲げる事項については厚生労働省令で定める基準

を標準として定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとす

る。 

一養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに配置する職員及びその員数 

二養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに係る居室の床面積 

三養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの運営に関する事項であつて、入所する老人の適切な処遇及

び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

四養護老人ホームの入所定員 

３ 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置者は、第一項の基準を遵守しなければならない。 

（報告の徴収等） 

第十八条 都道府県知事は、老人の福祉のために必要があると認めるときは、老人居宅生活支援事業を行

う者又は老人デイサービスセンター、老人短期入所施設若しくは老人介護支援センターの設置者に対し

て、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくはその事務所

若しくは施設に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 都道府県知事は、前条第一項の基準を維持するため、養護老人ホーム又は特別養護老人ホームの長に

対して、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくはその施

設に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

３ 前二項の規定による質問又は立入検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（改善命令等） 

第十八条の二 都道府県知事は、認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者が第十四条の四の規定に違
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反したと認めるときは、当該者に対して、その改善に必要な措置を採るべきことを命ずることができる。 

２ 都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を行う者又は老人デイサービスセンター、老人短期入所施設

若しくは老人介護支援センターの設置者が、この法律若しくはこれに基づく命令若しくはこれらに基づ

いてする処分に違反したとき、又はその事業に関し不当に営利を図り、若しくは第五条の二第二項から

第七項まで、第二十条の二の二若しくは第二十条の三に規定する者の処遇につき不当な行為をしたとき

は、当該事業を行う者又は当該施設の設置者に対して、その事業の制限又は停止を命ずることができる。 

３ 都道府県知事は、前項の規定により、老人居宅生活支援事業又は老人デイサービスセンター、老人短

期入所施設若しくは老人介護支援センターにつき、その事業の制限又は停止を命ずる場合（第一項の命

令に違反したことに基づいて認知症対応型老人共同生活援助事業の制限又は停止を命ずる場合を除く。）

には、あらかじめ、社会福祉法第七条第一項に規定する地方社会福祉審議会の意見を聴かなければなら

ない。 

第十九条 都道府県知事は、養護老人ホーム又は特別養護老人ホームの設置者がこの法律若しくはこれに

基づく命令若しくはこれらに基づいてする処分に違反したとき、又は当該施設が第十七条第一項の基準

に適合しなくなつたときは、その設置者に対して、その施設の設備若しくは運営の改善若しくはその事

業の停止若しくは廃止を命じ、又は第十五条第四項の規定による認可を取り消すことができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により、養護老人ホーム又は特別養護老人ホームにつき、その事業の廃

止を命じ、又は設置の認可を取り消す場合には、あらかじめ、社会福祉法第七条第一項に規定する地方

社会福祉審議会の意見を聞かなければならない。 

（措置の受託義務） 

第二十条 老人居宅生活支援事業を行う者並びに老人デイサービスセンター及び老人短期入所施設の設置

者は、第十条の四第一項の規定による委託を受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではな

らない。 

２ 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置者は、第十一条の規定による入所の委託を受けたとき

は、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。 

（処遇の質の評価等） 

第二十条の二 老人居宅生活支援事業を行う者及び老人福祉施設の設置者は、自らその行う処遇の質の評

価を行うことその他の措置を講ずることにより、常に処遇を受ける者の立場に立つてこれを行うように

努めなければならない。 

（老人デイサービスセンター） 

第二十条の二の二 老人デイサービスセンターは、第十条の四第一項第二号の措置に係る者又は介護保険

法の規定による通所介護に係る居宅介護サービス費、地域密着型通所介護若しくは認知症対応型通所介

護に係る地域密着型介護サービス費若しくは介護予防認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護予防

サービス費の支給に係る者若しくは第一号通所事業であつて厚生労働省令で定めるものを利用する者そ

の他の政令で定める者（その者を現に養護する者を含む。）を通わせ、第五条の二第三項の厚生労働省令

で定める便宜を供与することを目的とする施設とする。 

（老人短期入所施設） 

第二十条の三 老人短期入所施設は、第十条の四第一項第三号の措置に係る者又は介護保険法の規定によ

る短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費若しくは介護予防短期入所生活介護に係る介護予防サー

ビス費の支給に係る者その他の政令で定める者を短期間入所させ、養護することを目的とする施設とす

る。 

（養護老人ホーム） 

第二十条の四 養護老人ホームは、第十一条第一項第一号の措置に係る者を入所させ、養護するとともに、

その者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導及び訓練その他の援助を行

うことを目的とする施設とする。 

（特別養護老人ホーム） 

第二十条の五 特別養護老人ホームは、第十一条第一項第二号の措置に係る者又は介護保険法の規定によ

る地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る地域密着型介護サービス費若しくは介護福祉施設
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サービスに係る施設介護サービス費の支給に係る者その他の政令で定める者を入所させ、養護すること

を目的とする施設とする。 

（軽費老人ホーム） 

第二十条の六 軽費老人ホームは、無料又は低額な料金で、老人を入所させ、食事の提供その他日常生活

上必要な便宜を供与することを目的とする施設（第二十条の二の二から前条までに定める施設を除く。）

とする。 

（老人福祉センター） 

第二十条の七 老人福祉センターは、無料又は低額な料金で、老人に関する各種の相談に応ずるとともに、

老人に対して、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与することを

目的とする施設とする。 

（老人介護支援センター） 

第二十条の七の二 老人介護支援センターは、地域の老人の福祉に関する各般の問題につき、老人、その

者を現に養護する者、地域住民その他の者からの相談に応じ、必要な助言を行うとともに、主として居

宅において介護を受ける老人又はその者を現に養護する者と市町村、老人居宅生活支援事業を行う者、

老人福祉施設、医療施設、老人クラブその他老人の福祉を増進することを目的とする事業を行う者等と

の連絡調整その他の厚生労働省令で定める援助を総合的に行うことを目的とする施設とする 

２ 老人介護支援センターの設置者（設置者が法人である場合にあつては、その役員）若しくはその職員

又はこれらの職にあつた者は、正当な理由なしに、その業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

第三章の二 老人福祉計画 

（市町村老人福祉計画） 

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉事業」とい

う。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村老人福祉計画においては、当該市町村の区域において確保すべき老人福祉事業の量の目標を定

めるものとする。 

３ 市町村老人福祉計画においては、前項の目標のほか、次に掲げる事項について定めるよう努めるもの

とする。 

一 前項の老人福祉事業の量の確保のための方策に関する事項 

二 老人福祉事業に従事する者の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化及び質の向上のために講ず

る都道府県と連携した措置に関する事項 

４ 市町村は、第二項の目標（老人居宅生活支援事業、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設及び

特別養護老人ホームに係るものに限る。）を定めるに当たつては、介護保険法第百十七条第二項第一号に

規定する介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み（同法に規定する訪問介護、通所介護、短期

入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小

規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護、複合型サービス及び介護福祉施設サービス並びに介護予防短期入所生活介護、介護

予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護

に係るものに限る。）並びに第一号訪問事業及び第一号通所事業の量の見込みを勘案しなければならな

い。 

５ 厚生労働大臣は、市町村が第二項の目標（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老

人介護支援センターに係るものに限る。）を定めるに当たつて参酌すべき標準を定めるものとする。 

６ 市町村は、当該市町村の区域における身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障

がある老人の人数、その障害の状況、その養護の実態その他の事情を勘案して、市町村老人福祉計画を

作成するよう努めるものとする。 

７ 市町村老人福祉計画は、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画と一体のも

のとして作成されなければならない。 

８ 市町村老人福祉計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規
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定による計画であつて老人の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

９ 市町村は、市町村老人福祉計画（第二項に規定する事項に係る部分に限る。）を定め、又は変更しよう

とするときは、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

１０ 市町村は、市町村老人福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県知事に提出

しなければならない。 

（都道府県老人福祉計画） 

第二十条の九 都道府県は、市町村老人福祉計画の達成に資するため、各市町村を通ずる広域的な見地か

ら、老人福祉事業の供給体制の確保に関する計画（以下「都道府県老人福祉計画」という。）を定めるも

のとする。 

２ 都道府県老人福祉計画においては、介護保険法第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が

定める区域ごとの当該区域における養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの必要入所定員総数その他

老人福祉事業の量の目標を定めるものとする。 

３ 都道府県老人福祉計画においては、前項に規定する事項のほか、次に掲げる事項について定めるよう

努めるものとする。 

一 老人福祉施設の整備及び老人福祉施設相互間の連携のために講ずる措置に関する事項 

二 老人福祉事業に従事する者の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化及び質の向上のために講

ずる措置に関する事項 

４ 都道府県は、第二項の特別養護老人ホームの必要入所定員総数を定めるに当たつては、介護保険法第

百十八条第二項第一号に規定する地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用定員総数

及び介護保険施設の種類ごとの必要入所定員総数（同法に規定する介護老人福祉施設に係るものに限る。）

を勘案しなければならない。 

５ 都道府県老人福祉計画は、介護保険法第百十八条第一項に規定する都道府県介護保険事業支援計画と

一体のものとして作成されなければならない。 

６ 都道府県老人福祉計画は、社会福祉法第百八条第一項に規定する都道府県地域福祉支援計画その他の

法律の規定による計画であつて老人の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければ

ならない。 

７ 都道府県は、都道府県老人福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを厚生労働大臣に提

出しなければならない。 

（都道府県知事の助言等） 

第二十条の十 都道府県知事は、市町村に対し、市町村老人福祉計画の作成上の技術的事項について必要

な助言をすることができる。 

２ 厚生労働大臣は、都道府県に対し、都道府県老人福祉計画の作成の手法その他都道府県老人福祉計画

の作成上重要な技術的事項について必要な助言をすることができる。 

（援助） 

第二十条の十一 国及び地方公共団体は、市町村老人福祉計画又は都道府県老人福祉計画の達成に資する

事業を行う者に対し、当該事業の円滑な実施のために必要な援助を与えるように努めなければならない。 

第四章 費用 

（費用の支弁） 

第二十一条 次に掲げる費用は、市町村の支弁とする。 

一 第十条の四第一項第一号から第四号まで及び第六号の規定により市町村が行う措置に要する費用 

一の二 第十条の四第一項第五号の規定により市町村が行う措置に要する費用 

二 第十一条第一項第一号及び第三号並びに同条第二項の規定により市町村が行う措置に要する費用 

三 第十一条第一項第二号の規定により市町村が行う措置に要する費用 

（介護保険法による給付等との調整） 

第二十一条の二 第十条の四第一項各号又は第十一条第一項第二号の措置に係る者が、介護保険法の規定

により当該措置に相当する居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス若し

くは地域密着型介護予防サービスに係る保険給付を受け、又は第一号訪問事業若しくは第一号通所事業
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を利用することができる者であるときは、市町村は、その限度において、前条第一号、第一号の二又は

第三号の規定による費用の支弁をすることを要しない。 

第二十二条及び第二十三条 削除〔平成十七年四月法律二五号〕 

（都道府県の補助） 

第二十四条 都道府県は、政令の定めるところにより、市町村が第二十一条第一号の規定により支弁する

費用については、その四分の一以内（居住地を有しないか、又は明らかでない第五条の四第一項に規定

する六十五歳以上の者についての措置に要する費用については、その二分の一以内）を補助することが

できる。 

２ 都道府県は、前項に規定するもののほか、市町村又は社会福祉法人に対し、老人の福祉のための事業

に要する費用の一部を補助することができる。 

（準用規定） 

第二十五条 社会福祉法第五十八条第二項から第四項までの規定は、前条の規定により補助金の交付を受

け、又は国有財産特別措置法（昭和二十七年法律第二百十九号）第二条第二項第四号の規定若しくは同

法第三条第一項第四号及び同条第二項の規定により普通財産の譲渡若しくは貸付けを受けた社会福祉法

人に準用する。 

（国の補助） 

第二十六条 国は、政令の定めるところにより、市町村が第二十一条第一号の規定により支弁する費用に

ついては、その二分の一以内を補助することができる。 

２ 国は、前項に規定するもののほか、都道府県又は市町村に対し、この法律に定める老人の福祉のため

の事業に要する費用の一部を補助することができる。 

（遺留金品の処分） 

第二十七条 市町村は、第十一条第二項の規定により葬祭の措置を採る場合においては、その死者の遺留

の金銭及び有価証券を当該措置に要する費用に充て、なお足りないときは、遺留の物品を売却してその

代金をこれに充てることができる。 

２ 市町村は、前項の費用について、その遺留の物品の上に他の債権者の先取特権に対して優先権を有す

る。 

（費用の徴収） 

第二十八条 第十条の四第一項及び第十一条の規定による措置に要する費用については、これを支弁した

市町村の長は、当該措置に係る者又はその扶養義務者（民法（明治二十九年法律第八十九号）に定める

扶養義務者をいう。以下同じ。）から、その負担能力に応じて、当該措置に要する費用の全部又は一部を

徴収することができる。 

２ 前項の規定による費用の徴収は、徴収されるべき者の居住地又は財産所在地の市町村に嘱託すること

ができる。 

第四章の二 有料老人ホーム 

（届出等） 

第二十九条 有料老人ホーム（老人を入居させ、入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供又はその他

の日常生活上必要な便宜であつて厚生労働省令で定めるもの（以下「介護等」という。）の供与（他に委

託して供与をする場合及び将来において供与をすることを約する場合を含む。第十三項を除き、以下こ

の条において同じ。）をする事業を行う施設であつて、老人福祉施設、認知症対応型老人共同生活援助事

業を行う住居その他厚生労働省令で定める施設でないものをいう。以下同じ。）を設置しようとする者は、

あらかじめ、その施設を設置しようとする地の都道府県知事に、次の各号に掲げる事項を届け出なけれ

ばならない。 

一 施設の名称及び設置予定地 

二 設置しようとする者の氏名及び住所又は名称及び所在地 

三 その他厚生労働省で定める事項 

２ 前項の規定による届出をした者は、厚生労働省で定める事項に変更を生じたときは、変更の日から一

月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならない。 
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３ 第一項の規定による届出をした者は、その事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又

は休止の日の一月前までに、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 都道府県知事は、前三項の規定による届出がされたときは、遅滞なく、その旨を、当該届出に係る有料

老人ホームの設置予定地又は所在地の市町村長に通知しなければならない 

５ 市町村長は、第一項から第三項までの規定による届出がされていない疑いがある有料老人ホーム（高

齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十三年法律第二十六号）第七条第五項に規定する登録住宅を

除く。）を発見したときは、遅滞なく、その旨を、当該有料老人ホームの設置予定地又は所在地の都道府

県知事に通知するよう努めるものとする。 

６ 有料老人ホームの設置者は、当該有料老人ホームの事業について、厚生労働省令で定めるところによ

り、帳簿を作成し、これを保存しなければならない。 

７ 有料老人ホームの設置者は、厚生労働省令で定めるところにより、当該有料老人ホームに入居する者

又は入居しようとする者に対して、当該有料老人ホームにおいて供与をする介護等の内容その他の厚生

労働省令で定める事項に関する情報を開示しなければならない。 

８ 有料老人ホームの設置者は、家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価とし

て受領する費用を除くほか、権利金その他の金品を受領してはならない。 

９ 有料老人ホームの設置者のうち、終身にわたつて受領すべき家賃その他厚生労働省令で定めるものの

全部又は一部を前払金として一括して受領するものは、当該前払金の算定の基礎を書面で明示し、かつ、

当該前払金について返還債務を負うこととなる場合に備えて厚生労働省令で定めるところにより必要な

保全措置を講じなければならない。 

１０ 有料老人ホームの設置者は、前項に規定する前払金を受領する場合においては、当該有料老人ホー

ムに入居した日から厚生労働省令で定める一定の期間を経過する日までの間に、当該入居及び介護等の

供与につき契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合に当該前払金の額から厚生労働省令

で定める方法により算定される額を控除した額に相当する額を返還する旨の契約を締結しなければなら

ない。 

１１ 有料老人ホームの設置者は、当該有料老人ホームに係る有料老人ホーム情報（有料老人ホームにお

いて供与をする介護等の内容及び有料老人ホームの運営状況に関する情報であつて、有料老人ホームに

入居しようとする者が有料老人ホームの選択を適切に行うために必要なものとして厚生労働省令で定め

るものをいう。）を、厚生労働省令で定めるところにより、当該有料老人ホームの所在地の都道府県知事

に対して報告しなければならない。 

１２ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の規定により報告された事項を公表し

なければならない。 

１３ 都道府県知事は、この法律の目的を達成するため、有料老人ホームの設置者若しくは管理者若しく

は設置者から介護等の供与（将来において供与をすることを含む。）を委託された者（以下「介護等受託

者」という。）に対して、その運営の状況に関する事項その他必要と認める事項の報告を求め、又は当該

職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該有料老人ホーム若しくは当該介護等受託者の事務所若

しくは事業所に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

１４ 第十八条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について準用する。 

１５ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第六項から第十一項までの規定に違反したと認めると

き、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益を害する行為をしたと認め

るとき、その他入居者の保護のため必要があると認めるときは、当該設置者に対して、その改善に必要

な措置をとるべきことを命ずることができる。 

１６ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者がこの法律その他老人の福祉に関する法律で政令で定め

るもの若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反した場合であつて、入居者の保護のた

め特に必要があると認めるときは、当該設置者に対して、その事業の制限又は停止を命ずることができ

る。 

１７ 都道府県知事は、前二項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。 

１８ 都道府県知事は、介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定（地域密着型特定施設入居者生活介
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護の指定に係るものに限る。）を受けた有料老人ホームの設置者に対して第十六項の規定による命令をし

たときは、遅滞なく、その旨を、当該指定をした市町村長に通知しなければならない。 

１９ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第十六項の規定による命令を受けたとき、その他入居

者の心身の健康の保持及び生活の安定を図るため必要があると認めるときは、当該入居者に対し、介護

等の供与を継続的に受けるために必要な助言その他の援助を行うように努めるものとする。 

（有料老人ホーム協会） 

第三十条 その名称中に有料老人ホーム協会という文字を用いる一般社団法人は、有料老人ホームの入居

者の保護を図るとともに、有料老人ホームの健全な発展に資することを目的とし、かつ、有料老人ホー

ムの設置者を社員（以下この章において「会員」という。）とする旨の定款の定めがあるものに限り、設

立することができる。 

２ 前項に規定する定款の定めは、これを変更することができない。 

３ 第一項に規定する一般社団法人（以下「協会」という。）は、成立したときは、成立の日から二週間以

内に、登記事項証明書及び定款の写しを添えて、その旨を、厚生労働大臣に届け出なければならない。 

４ 協会は、会員の名簿を公衆の縦覧に供しなければならない。 

（名称の使用制限） 

第三十一条 協会でない者は、その名称中に有料老人ホーム協会という文字を用いてはならない。 

２ 協会に加入していない者は、その名称中に有料老人ホーム協会会員という文字を用いてはならない。 

（協会の業務） 

第三十一条の二 協会は、その目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

一 有料老人ホームを運営するに当たり、この法律その他の法令の規定を遵守させるための会員に対す

る指導、勧告その他の業務 

二 会員の設置する有料老人ホームの運営に関し、契約内容の適正化その他入居者の保護を図り、及び

入居者の立場に立つた処遇を行うため必要な指導、勧告その他の業務 

三 会員の設置する有料老人ホームの設備及び運営に対する入居者等からの苦情の解決 

四 有料老人ホームの職員の資質の向上のための研修 

五 有料老人ホームに関する広報その他協会の目的を達成するため必要な業務 

２ 協会は、その会員の設置する有料老人ホームの入居者等から当該有料老人ホームの設備及び運営に関

する苦情について解決の申出があつた場合において必要があると認めるときは、当該会員に対して、文

書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出を求めることができる。 

３ 会員は、協会から前項の規定による求めがあつたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではな

らない。 

（監督） 

第三十一条の三 協会の業務は、厚生労働大臣の監督に属する。 

２ 厚生労働大臣は、前条第一項に規定する業務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、

協会に対し、当該業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

（厚生労働大臣に対する協力） 

第三十一条の四 厚生労働大臣は、この章の規定の円滑な実施を図るため、厚生労働省令の定めるところ

により、当該規定に基づく届出、報告その他必要な事項について、協会に協力させることができる。 

（立入検査等） 

第三十一条の五 厚生労働大臣は、この章の規定の施行に必要な限度において、協会に対して、その業務

若しくは財産に関して報告若しくは資料の提出を命じ、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若

しくは協会の事務所に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿書類その他の物件を検査さ

せることができる。 

２ 第十八条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について準用する。この場

合において、同条第三項中「前二項」とあり、及び同条第四項中「第一項及び第二項」とあるのは、「第

三十一条の五第一項」と読み替えるものとする。 

第五章 雑則 
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（審判の請求） 

第三十二条 市町村長は、六十五歳以上の者につき、その福祉を図るため特に必要があると認めるときは、

民法第七条、第十一条、第十三条第二項、第十五条第一項、第十七条第一項、第八百七十六条の四第一

項又は第八百七十六条の九第一項に規定する審判の請求をすることができる。 

（後見等に係る体制の整備等） 

第三十二条の二 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法に規定する後

見、保佐及び補助（以下「後見等」という。）の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図

るため、研修の実施、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、市町村と協力して後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るた

め、前項に規定する措置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなければならない。 

（町村の一部事務組合等） 

第三十三条 町村が一部事務組合又は広域連合を設けて福祉事務所を設置した場合には、この法律の適用

については、その一部事務組合又は広域連合を福祉事務所を設置する町村とみなす。 

（大都市等の特例） 

第三十四条 この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び

同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下「中核市」という。）においては、政令の定めるとこ

ろにより、指定都市又は中核市（以下「指定都市等」という。）が処理するものとする。この場合におい

ては、この法律中都道府県に関する規定は、指定都市等に関する規定として、指定都市等に適用がある

ものとする。 

（緊急時における厚生労働大臣の事務執行） 

第三十四条の二 第十八条第二項及び第十九条第一項の規定により都道府県知事の権限に属するものとさ

れている事務（同項の規定による認可の取消しを除く。）又は第二十九条第十三項、第十五項及び第十六

項の規定により都道府県知事の権限に属するものとされている事務は、養護老人ホーム若しくは特別養

護老人ホーム又は有料老人ホームの入居者の保護のため緊急の必要があると厚生労働大臣が認める場合

にあつては、厚生労働大臣又は都道府県知事が行うものとする。 

２ 前項の場合において、この法律の規定中都道府県知事に関する規定（当該事務に係るもの（第十九条

第二項を除く。）に限る。）は、厚生労働大臣に関する規定として厚生労働大臣に適用があるものとする。 

３ 第一項の場合において、厚生労働大臣又は都道府県知事が当該事務を行うときは、相互に密接な連携

の下に行うものとする。 

（日本赤十字社） 

第三十五条 日本赤十字社は、この法律の適用については、社会福祉法人とみなす。 

（調査の嘱託及び報告の請求） 

第三十六条 市町村は、福祉の措置に関し必要があると認めるときは、当該措置を受け、若しくは受けよ

うとする老人又はその扶養義務者の資産又は収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信

託会社、当該老人若しくはその扶養義務者、その雇主その他の関係人に報告を求めることができる。 

（実施命令） 

第三十七条 この法律に特別の規定があるものを除くほか、この法律の実施のための手続その他その執行

について必要な細則は、厚生労働省令で定める。 

第六章 罰則 

第三十八条 第二十条の七の二第二項の規定又は第二十九条第十六項の規定による命令に違反した場合に

は、当該違反行為をした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十九条 第十八条の二第一項又は第二十九条第十五項の規定による命令に違反した場合には、当該違

反行為をした者は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

第四十条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、三十万円以下の罰金に処

する。 
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一 第二十九条第一項から第三項までの規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

二 第二十九条第十三項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避したとき。 

三 第三十一条第二項の規定に違反して、その名称中に有料老人ホーム協会会員という文字を用いたと

き。 

四 第三十一条の五第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは

虚偽の資料の提出をし、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、

若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

第四十一条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、第三十八条（第二十九条第十六項に係る部分に限る。）又は前二条の違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第四十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の過料に処する。 

一 第三十条第三項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

二 第三十条第四項の規定に違反して、同項の会員の名簿を公衆の縦覧に供しない者 

三 第三十一条の三第二項の命令に違反した者 

第四十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 

一 第三十一条第一項の規定に違反して、その名称中に有料老人ホーム協会という文字を用いた者 

二 第十条の四第一項又は第十一条の規定による措置を受けた老人又はその扶養義務者であつて、正当

な理由がなく、第三十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたもの 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一箇月をこえない範囲内において政令で定める日から施行し、

この法律による改正後の公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第四十九条の規定は、この法律の施行

の日から起算して三箇月を経過した日後にその期日が公示され、又は告示される選挙から適用する。 

〔昭和三八年七月政令二四六号により、昭和三八・八・一から施行〕 

（経過規定） 

第二条 この法律の施行の際現にこの法律による改正前の生活保護法第三十条第一項ただし書の規定によ

り同法の規定による養老施設に収容されている者は、第十一条第一項第二号の措置を受けて収容されて

いる者とみなす。 

第三条 この法律の施行の際現に存するこの法律による改正前の生活保護法の規定による養老施設は、こ

の法律の規定により設置した養護老人ホームとみなす。 

第四条 この法律の施行の際現に社会福祉事業等の施設に関する措置法（昭和三十三年法律第百四十二号）

第二条の規定によりこの法律による改正前の生活保護法の規定による養老施設の用に供するため国が無

償で貸し付けている普通財産を、引き続き地方公共団体において第十四条に規定する養護老人ホーム若

しくは特別養護老人ホームの用に供する場合又は社会福祉法人においてこれらの施設の用に供する場合

においては、当分の間、これらの施設を社会福祉事業等の施設に関する措置法第二条第一号に掲げる施

設とみなす。 

第五条 この法律の施行の際現に存する有料老人ホームの設置者は、この法律の施行の日から一箇月以内

に、その施設の所在地の都道府県知事に、第二十九条第一項各号に掲げる事項を届け出なければならな

い。 

（社会福祉法附則第七項に関する特例） 

第六条 社会福祉法附則第七項の規定に基づき置かれた組織の長は、この法律の適用については、福祉事

務所長とみなす。 

（特別養護老人ホームの設置に係る特例） 

第六条の二 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十一条に規定する公的医療機関に該当する病院

又は診療所を設置する農業協同組合連合会は、第十五条第四項、第十六条第三項及び第四項並びに次条
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の規定（これらの規定中特別養護老人ホームに係る部分に限る。）の適用については、社会福祉法人とみ

なす。 

（養護老人ホーム等の設置等に係る中核市の長に対する助言等） 

第七条 都道府県知事は、当分の間、第十五条第四項の規定により社会福祉法人が中核市の区域内に養護

老人ホーム又は特別養護老人ホームを設置しようとする場合において、当該養護老人ホーム若しくは特

別養護老人ホームの所在地を含む区域（介護保険法第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県

が定める区域とする。）における養護老人ホーム若しくは特別養護老人ホームの入所定員の総数が、第二

十条の九第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県老人福祉計画において定めるその区域の養

護老人ホーム若しくは特別養護老人ホームの必要入所定員総数に既に達しているか、又は当該養護老人

ホーム若しくは特別養護老人ホームの設置によつてこれを超えることになると認めるとき、その他の当

該都道府県老人福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、当該中核市の長に対し、

必要な助言又は勧告をすることができる。 

２ 前項の規定は、社会福祉法人が中核市の区域内に設置した養護老人ホーム又は特別養護老人ホームの

入所定員を増加しようとする場合について準用する。 

（国の無利子貸付け等） 

第八条 国は、当分の間、都道府県又は指定都市等に対し、第二十六条第二項の規定により国がその費用

について補助することができる事業で日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の

整備の促進に関する特別措置法（昭和六十二年法律第八十六号。以下「社会資本整備特別措置法」とい

う。）第二条第一項第二号に該当するものにつき、当該都道府県又は指定都市等が自ら行う場合にあつて

はその要する費用に充てる資金の一部を、指定都市等以外の市町村、社会福祉法人その他政令で定める

者が行う場合にあつてはその者に対し当該都道府県又は指定都市等が補助する費用に充てる資金の一部

を、予算の範囲内において、無利子で貸し付けることができる。 

２ 国は、当分の間、指定都市等に対し、老人健康保持事業を行うことを目的とする施設の設置（第二十六

条第二項の規定により国がその費用について補助するものを除く。次項において同じ。）で社会資本整備

特別措置法第二条第一項第二号に該当するものに要する費用に充てる資金の全部又は一部を、予算の範

囲内において、無利子で貸し付けることができる。 

３ 国は、当分の間、都道府県に対し、老人健康保持事業を行うことを目的とする施設の設置で社会資本

整備特別措置法第二条第一項第二号に該当するものにつき、指定都市等以外の市町村に対し当該都道府

県が補助する費用に充てる資金の全部又は一部を、予算の範囲内において、無利子で貸し付けることが

できる。 

４ 前三項の国の貸付金の償還期間は、五年（二年以内の据置期間を含む。）以内で政令で定める期間とす

る。 

５ 前項に定めるもののほか、第一項から第三項までの規定による貸付金の償還方法、償還期限の繰上げ

その他償還に関し必要な事項は、政令で定める。 

６ 国は、第一項から第三項までの規定により都道府県又は指定都市等に対し貸付けを行つた場合には、

当該貸付けの対象である事業について、当該貸付金に相当する金額の補助を行うものとし、当該補助に

ついては、当該貸付金の償還時において、当該貸付金の償還金に相当する金額を交付することにより行

うものとする。 

７ 市町村又は都道府県が、第一項から第三項までの規定による貸付けを受けた無利子貸付金について、

第四項及び第五項の規定に基づき定められる償還期限を繰り上げて償還を行つた場合（政令で定める場

合を除く。）における前項の規定の適用については、当該償還は、当該償還期限の到来時に行われたもの

とみなす。 

附 則 〔昭和四一年六月二五日法律第八六号抄〕  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 〔昭和四七年六月二三日法律第九六号〕  

（施行期日） 



 

104 

 

１ この法律は、昭和四十八年一月一日から施行する。 

（地方財政法の一部改正） 

２ 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（社会保険診療報酬支払基金法の一部改正） 

３ 社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則 〔昭和四八年七月二七日法律第六七号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 〔昭和五七年八月一七日法律第八〇号抄〕 

沿革 

平成一八年 六月二一日号外法律第八三号〔健康保険法等の一部を改正する法律七条 

による改正〕 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。〔後略〕 

〔昭和五七年一一月政令二九二号により、昭和五八・二・一から施行）〕 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第十七条 施行日前に行われた医療に係るこの法律による改正前の老人福祉法第十条の二の規定による老

人医療費の支給については、なお従前の例による。 

２ 前項の規定によりなお従前の例により支給されることとされた老人医療費については、この法律によ

る改正前の老人福祉法第三十六条から第三十九条までの規定はなお効力を有する。 

３ 施行日前に行われたこの法律による改正前の老人福祉法第十条及び第十条の二に規定する措置に要す

る費用についての市町村の支弁並びに都道府県及び国の負担については、なお従前の例による。 

４ 施行日前に行われたこの法律による改正前の老人福祉法第十条の規定による措置に要する費用の徴収

については、なお従前の例による。 

〔昭和六〇年五月一八日法律第三七号抄〕 

（地方公共団体に対する財政金融上の措置） 

第六十条 国は、この法律の規定（第十一条の規定を除く。）による改正後の法律の規定により昭和六十年 

 度予算に係る国の負担又は補助の割合の引下げ措置の対象となる地方公共団体に対し、その事務又は事

業の執行及び財政運営に支障を生ずることのないよう財政金融上の措置を講ずるものとする。 

   附 則〔昭和六〇年五月一八日法律第三七号抄〕 

（施行期日等） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

３ この法律による改正後の法律の昭和六十年度の特例に係る規定は、同年度の予算に係る国の負担又は

補助（昭和五十九年度以前の年度における事務又は事業の実施により昭和六十年度に支出される国の負

担又は補助及び昭和五十九年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十年度に支出すべきもの

とされた国の負担又は補助を除く。）並びに同年度における事務又は事業の実施により昭和六十一年度以

降の年度に支出される国の負担又は補助、昭和六十年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十一年度以

降の年度に支出すべきものとされる国の負担又は補助及び昭和六十年度の歳出予算に係る国の負担又は

補助で昭和六十一年度以降の年度に繰り越されるものについて適用し、昭和五十九年度以前の年度にお

ける事務又は事業の実施により昭和六十年度に支出される国の負担又は補助、昭和五十九年度以前の年

度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十年度に支出すべきものとされた国の負担又は補助及び昭和五十

九年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で昭和六十年度に繰り越されたものについては、

なお従前の例による。 

附 則 〔昭和六〇年七月一二日法律第九〇号抄〕  
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（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。〔後略〕 

（生活保護法等の一部改正に伴う経過措置） 

第八条 第二十六条の規定、第二十七条の規定又は第二十八条の規定（児童福祉法第三十五条、第五十六

条の二、第五十八条及び第五十八条の二の改正規定に限る。以下この条において同じ。）の施行の際現に

これらの規定による改正前の生活保護法第四十条第二項、老人福祉法第十五条第二項又は児童福祉法第

三十五条第三項の規定による認可を受けている市町村又はその申請を行つている市町村は、それぞれ、

当該認可又は申請に係る施設につき、第二十六条の規定、第二十七条の規定又は第二十八条の規定によ

る改正後の生活保護法第四十条第二項、老人福祉法第十五条第二項又は児童福祉法第三十五条第三項の

規定による届出を行つたものとみなす。 

２ 第二十七条の規定又は第二十八条の規定の施行の際現にこれらの規定による改正前の老人福祉法第十

六条の規定による認可又は児童福祉法第三十五条第六項の規定による承認の申請を行つている市町村は、

それぞれ、当該施設につき、第二十七条の規定又は第二十八条の規定による改正後の老人福祉法第十六

条第一項又は児童福祉法第三十五条第六項の規定による届出を行つたものとみなす。 

〔昭和六一年五月八日法律第四六号抄〕 

（地方公共団体に対する財政金融上の措置） 

第四十九条 国は、この法律の規定による改正後の法律の規定により昭和六十一年度から昭和六十三年度

までの各年度の予算に係る国の負担又は補助の割合の引下げ措置の対象となる地方公共団体に対し、そ

の事務又は事業の執行及び財政運営に支障を生ずることのないよう財政金融上の措置を講ずるものとす

る。 

附 則〔昭和六一年五月八日法律第四六号抄〕 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

２ この法律（第十一条、第十二条及び第三十四条の規定を除く。）による改正後の法律の昭和六十一年度

から昭和六十三年度までの各年度の特例に係る規定並びに昭和六十一年度及び昭和六十二年度の特例に

係る規定は、昭和六十一年度から昭和六十三年度までの各年度（昭和六十一年度及び昭和六十二年度の

特例に係るものにあつては、昭和六十一年度及び昭和六十二年度。以下この項において同じ。）の予算に

係る国の負担（当該国の負担に係る都道府県又は市町村の負担を含む。以下この項において同じ。）又は

補助（昭和六十年度以前の年度における事務又は事業の実施により昭和六十一年度以降の年度に支出さ

れる国の負担又は補助及び昭和六十年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十一年度以降の

年度に支出すべきものとされた国の負担又は補助を除く。）並びに昭和六十一年度から昭和六十三年度ま

での各年度における事務又は事業の実施により昭和六十四年度（昭和六十一年度及び昭和六十二年度の

特例に係るものにあつては、昭和六十三年度。以下この項において同じ。）以降の年度に支出される国の

負担又は補助、昭和六十一年度から昭和六十三年度までの各年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十

四年度以降の年度に支出すべきものとされる国の負担又は補助及び昭和六十一年度から昭和六十三年度

までの各年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で昭和六十四年度以降の年度に繰り越されるものにつ

いて適用し、昭和六十年度以前の年度における事務又は事業の実施により昭和六十一年度以降の年度に

支出される国の負担又は補助、昭和六十年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十一年度以

降の年度に支出すべきものとされた国の負担又は補助及び昭和六十年度以前の年度の歳出予算に係る国

の負担又は補助で昭和六十一年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。 

附 則 〔昭和六一年一二月二二日法律第一〇六号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和六十二年一月一日から施行する。〔後略〕 

附 則 〔昭和六一年一二月二六日法律第一〇九号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定め

る日から施行する。 

一～四〔略〕 
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五 第十四条の規定、第十五条の規定（身体障害者福祉法第十九条第四項及び第十九条の二の改正規定

を除く。附則第七条第二項において同じ。）、第十六条の規定、第十七条の規定（児童福祉法第二十条

第四項の改正規定を除く。附則第七条第二項において同じ。）、第十八条、第十九条、第二十六条及び

第三十九条の規定並びに附則第七条第二項及び第十一条から第十三条までの規定 公布の日から起

算して六月を超えない範囲内において政令で定める日 

〔昭和六二年一月政令三号により、昭和六二・四・一から施行〕 

（その他の処分、申請等に係る経過措置） 

第六条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則第八条に

おいて同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為（以下

この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規定

によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）でこの法

律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二

条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規

定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の適用については、

改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。 

（不服申立てに係る経過措置） 

第七条 第四条の規定の施行前にされた同条の規定による改正前の教育職員免許法第七条第一項の規定に 

 よる都道府県知事の証明書の発行に関する事務に係る処分又はその不作為及び附則第二条第一項の規定 

 により従前の例によることとされる場合における第四条の規定の施行後にされた同項の規定による都道 

 府県知事の証明書の発行に関する事務に係る処分又はその不作為についての行政不服審査法（昭和三十 

七年法律第百六十号）による不服申立てについては、なお従前の例による。 

２ 第十五条から第十九条までの規定の施行前にされた行政庁の処分に係るこれらの規定による改正前の身

体障害者福祉法第四十一条若しくは第四十二条の規定による審査請求若しくは再審査請求、老人福祉法第

三十条若しくは第三十一条の規定による審査請求若しくは再審査請求、児童福祉法第五十八条の三若しく

は第五十九条（同法第五十九条の四第二項において準用する場合を含む。）の規定による審査請求若しくは

再審査請求、精神薄弱者福祉法第三十条若しくは第三十一条の規定による審査請求若しくは再審査請求又

は母子保健法第二十五条の規定による再審査請求については、なお従前の例による。 

附 則 〔平成元年四月一〇日法律第二二号抄〕  

（施行期日等） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

２ この法律（第十一条、第十二条及び第三十四条の規定を除く。）による改正後の法律の平成元年度及   

び平成二年度の特例に係る規定並びに平成元年度の特例に係る規定は、平成元年度及び平成二年度（平

成元年度の特例に係るものにあっては、平成元年度。以下この項において同じ。）の予算に係る国の負担

（当該国の負担に係る都道府県又は市町村の負担を含む。以下この項及び次項において同じ。）又は補助

（昭和六十三年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成元年度以降の年度に支出される国

の負担及び昭和六十三年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成元年度以降の年度に支出すべき

ものとされた国の負担又は補助を除く。）並びに平成元年度及び平成二年度における事務又は事業の実施

により平成三年度（平成元年度の特例に係るものにあっては、平成二年度。以下この項において同じ。）

以降の年度に支出される国の負担、平成元年度及び平成二年度の国庫債務負担行為に基づき平成三年度

以降の年度に支出すべきものとされる国の負担又は補助並びに平成元年度及び平成二年度の歳出予算に

係る国の負担又は補助で平成三年度以降の年度に繰り越されるものについて適用し、昭和六十三年度以

前の年度における事務又は事業の実施により平成元年度以降の年度に支出される国の負担、昭和六十三

年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成元年度以降の年度に支出すべきものとされた国の負担

又は補助及び昭和六十三年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で平成元年度以降の年度に

繰り越されたものについては、なお従前の例による。 

３ 第十三条（義務教育費国庫負担法第二条の改正規定に限る。）、第十四条（公立養護学校整備特別措置

法第五条の改正規定に限る。）及び第十六条から第二十八条までの規定による改正後の法律の規定は、平
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成元年度以降の年度の予算に係る国の負担又は補助（昭和六十三年度以前の年度における事務又は事業

の実施により平成元年度以降の年度に支出される国の負担又は補助を除く。）について適用し、昭和六十

三年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成元年度以降の年度に支出される国の負担又は

補助及び昭和六十三年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で平成元年度以降の年度に繰り

越されたものについては、なお従前の例による。 

附 則 〔平成二年六月二九日法律第五八号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三年一月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 第一条中老人福祉法の目次の改正規定（「第五章 雑則（第二十九条―第三十七条）」を「第四章の

二 指定法人（第二十八条の二―第二十八条の十四）／第五章 雑則（第二十九条―第三十七条）／

第六章 罰則（第三十八条・第三十九条）」に改める部分に限る。）、同法第十三条の改正規定、第四章

の次に一章を加える改正規定及び第五章の次に一章を加える改正規定〔中略〕 公布の日から起算し

て三月を超えない範囲内において政令で定める日 

（平成二年七月政令二二五号により、平成二・八・一から施行） 

二 第一条中老人福祉法第二十一条、第二十四条及び第二十六条の改正規定、第二条中老人福祉法の目

次の改正規定（「第三章 事業及び施設（第十四条―第二十条の七）」を「第三章 事業及び施設（第

十四条―第二十条の七）／第三章の二 老人福祉計画（第二十条の八―第二十条の十一）」に改める部

分を除く。）、「第五章 雑則」を「第四章の三 有料老人ホーム」に改める改正規定、同法第二十九条

から第三十一条までの改正規定、同条の次に三条及び章名を加える改正規定、同法第三十八条及び第

三十九条の改正規定、同条を第四十一条とする改正規定、同法第三十八条の次に二条を加える改正規

定並びに同法本則に二条を加える改正規定〔中略〕並びに附則第五条及び第六条の規定並びに附則第

二十五条中国有財産特別措置法（昭和二十七年法律第二百十九号）第三条の改正規定 平成三年四月

一日 

三 第二条の規定（前号に掲げるものを除く。）、第四条及び第六条の規定、第九条中社会福祉事業法第

十三条、第十七条及び第二十条の改正規定並びに第十条の規定並びに附則第七条、第十一条及び第二

十三条の規定、附則第二十四条中地方税法第二十三条及び第二百九十二条の改正規定並びに附則第二

十八条、第三十一条、第三十二条及び第三十六条の規定 平成五年四月一日 

（検討） 

第二条 政府は、老人及び身体障害者に対する居宅における介護等の措置の推進のための方策及びこれに

伴う国の費用負担の方式については、平成五年度以降において、市町村の居宅における介護等の措置に

係る供給体制の確保の状況その他の事情を総合的に勘案して検討を行い、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第三条 この法律の施行の際現に第一条の規定による改正後の老人福祉法（以下この条及び次条において

「新法」という。）第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業を行っている国及び都道府県以外

の者について新法第十四条の規定を適用する場合においては、同条中「あらかじめ」とあるのは、「老人

福祉法等の一部を改正する法律（平成二年法律第五十八号）の施行の日から起算して三月以内に」とす

る。 

第四条 この法律の施行の際現に新法第二十条の二に規定する老人デイサービスセンター又は新法第二十

条の三に規定する老人短期入所施設を設置している国及び都道府県以外の者について新法第十五条第二

項の規定を適用する場合においては、同項中「あらかじめ」とあるのは、「老人福祉法等の一部を改正す

る法律（平成二年法律第五十八号）の施行の日から起算して三月以内に」とする。 

第五条 第二条の規定による改正後の老人福祉法（以下この条及び次条において「新法」という。）第二十

九条の規定の施行の際現に存する同条第一項に規定する有料老人ホームを設置している者であって、第

二条の規定による改正前の老人福祉法第二十九条第一項の規定による届出をしているものは、新法第二

十九条第一項の規定による届出をしたものとみなす。 
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第六条 昭和五十七年二月八日に設立された社団法人全国有料老人ホーム協会は、新法第三十条の施行の

日において同条第一項に規定する要件に該当する場合には、新法第三十一条から第三十一条の四までの

規定の適用については、同日に設立された新法第三十条第一項に規定する法人とみなす。 

第七条 第二条の規定による改正前の老人福祉法（以下この条において「旧法」という。）又は旧法に基づ

く命令の規定により都道府県がした処分その他の行為は、第二条の規定による改正後の老人福祉法（以

下この条において「新法」という。）又は新法に基づく命令の相当する規定により町村がした処分その他

の行為とみなす。ただし、旧法に基づき行われ、又は行われるべきであった措置に関する費用の支弁、

負担及び徴収については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第二十一条 この法律の施行前にした行為及びこの法律の附則において従前の例によることとされる場合

におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第二十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成三年一〇月四日法律第八九号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成四年一月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 〔略〕 

二 〔前略〕第二条の規定〔中略〕 平成四年四月一日 

（罰則に関する経過措置） 

第十四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成五年一一月一二日法律第八九号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）の施行の日（平成六年一〇月一日） 

から施行する。 

（諮問等がされた不利益処分に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前に法令に基づき審議会その他の合議制の機関に対し行政手続法第十三条に規定す

る聴聞又は弁明の機会の付与の手続その他の意見陳述のための手続に相当する手続を執るべきことの諮問

その他の求めがされた場合においては、当該諮問その他の求めに係る不利益処分の手続に関しては、この

法律による改正後の関係法律の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置） 

第十四条 この法律の施行前に法律の規定により行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不利益処分に係る

ものを除く。）又はこれらのための手続は、この法律による改正後の関係法律の相当規定により行われた

ものとみなす。 

（政令への委任） 

第十五条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政

令で定める。 

附 則 〔平成六年六月二九日法律第四九号抄〕  

（施行期日） 

１ この法律中、第一章の規定及び次項の規定は地方自治法の一部を改正する法律（平成六年法律第四十

八号）中地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二編第十二章の改正規定の施行の日〔平成七年四

月一日〕から、第二章の規定は地方自治法の一部を改正する法律中地方自治法第三編第三章の改正規定

の施行の日〔平成七年六月一五日〕から施行する。 
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附 則 〔平成六年六月二九日法律第五六号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成六年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一・二 〔略〕 

三 第四条中老人保健法第四十一条に一項を加える改正規定、同法第四十六条の八第四項の改正規定並

びに同法第四十六条の十七の三の改正規定並びに第五条中老人福祉法の目次の改正規定（第二十条の

七に係る部分に限る。）、同法第五条の三の改正規定、同法第五条の四第二項第二号の改正規定、同法

第六条の二の改正規定、同法第十五条第二項の改正規定、同法第十六条第一項の改正規定、同法第十

八条第一項の改正規定、同法第十八条の二第一項及び第三項の改正規定、同法第十九条第一項の改正

規定、同法第二十条の二を同法第二十条の二の二とし、同法第二十条の次に一条を加える改正規定、

同法第二十条の七の次に一条を加える改正規定並びに同法第三十一条の二第一項第二号の改正規定

並びに附則第三十一条中社会福祉事業法第二条第三項第二号の三の改正規定 公布の日 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十六条 この法律の施行の際現に第五条の規定による改正後の老人福祉法（以下この条において「新

老人福祉法」という。）第二十条の七の二に規定する老人介護支援センターを設置している国及び都道府

県以外の者について新老人福祉法第十五条第二項の規定を適用する場合においては、同項中「あらかじ

め」とあるのは、「健康保険法等の一部を改正する法律（平成六年法律第五十六号）附則第一条第三号に

規定する規定の施行の日から起算して三月以内に」とする。 

（罰則に関する経過措置） 

第六十五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

２ 〔略〕 

（検討） 

第六十六条 医療保険各法による医療保険制度及び老人保健法による老人保健制度については、この法律

の施行後三年を目途として、これらの制度の目的を踏まえ、この法律の施行後におけるこれらの制度の

実施状況、国民医療費の動向、社会経済情勢の推移等を勘案し、入院時食事療養費に係る患者負担の在

り方を含め、給付及び費用負担の在り方等に関して検討が加えられるべきものとする。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第六十七条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

〔平成九年一二月一七日法律第一二四号抄〕 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十一条 この法律の施行の際現に前条の規定による改正後の老人福祉法（以下この条において「新老

福法」という。）第五条の二第五項に規定する痴呆対応型老人共同生活援助事業を行っている国及び都道

府県以外の者について新老福法第十四条の規定を適用する場合においては、同条中「あらかじめ」とあ

るのは、「介護保険法施行法（平成九年法律第百二十四号）の施行の日から起算して三月以内に」とする。 

第二十二条 この法律の施行前に行われた旧老福法第十条の四第一項に規定する措置に要する費用につい

ての市町村の支弁並びに都道府県及び国の補助については、なお従前の例による。 

２ この法律の施行前に行われた旧老福法第十一条第一項第二号に規定する措置に要する費用についての

市町村の支弁並びに都道府県及び国の負担並びに当該費用の徴収については、なお従前の例による。 

附 則 〔平成九年一二月一七日法律第一二四号〕  

この法律は、介護保険法〔平成九年一二月法律第一二三号〕の施行の日〔平成一二年四月一日〕から施行

する。〔後略〕 

附 則 〔平成一一年七月一六日法律第八七号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七
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十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四

条並びに第二百二条の規定 公布の日 

二～六 〔略〕 

（厚生大臣に対する再審査請求に係る経過措置） 

第七十四条 施行日前にされた行政庁の処分に係る第百四十九条から第百五十一条まで、第百五十七条、

第百五十八条、第百六十五条、第百六十八条、第百七十条、第百七十二条、第百七十三条、第百七十五

条、第百七十六条、第百八十三条、第百八十八条、第百九十五条、第二百一条、第二百八条、第二百十

四条、第二百十九条から第二百二十一条まで、第二百二十九条又は第二百三十八条の規定による改正前

の児童福祉法第五十九条の四第二項、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第十

二条の四、食品衛生法第二十九条の四、旅館業法第九条の三、公衆浴場法第七条の三、医療法第七十一

条の三、身体障害者福祉法第四十三条の二第二項、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第五十一

条の十二第二項、クリーニング業法第十四条の二第二項、狂犬病予防法第二十五条の二、社会福祉事業

法第八十三条の二第二項、結核予防法第六十九条、と
ヽ

畜場法第二十条、歯科技工士法第二十七条の二、

臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律第二十条の八の二、知的障害者福祉法第三十条第二項、老

人福祉法第三十四条第二項、母子保健法第二十六条第二項、柔道整復師法第二十三条、建築物における

衛生的環境の確保に関する法律第十四条第二項、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第二十四条、食鳥

処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第四十一条第三項又は感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律第六十五条の規定に基づく再審査請求については、なお従前の例による。 

（国等の事務） 

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行前におい

て、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体

その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、この法律の施行後は、

地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として処理するものとする。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則第百

六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の

行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの

法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）

で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、

附則第二条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に

関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の適用につ

いては、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対し報告、届

出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていない

ものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、これを、改正後のそ

れぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手

続をしなければならない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後

のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下この条に

おいて「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上

級行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについては、施行日以後においても、

当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合

において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であっ

た行政庁とする。 

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当該機関
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が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定

する第一号法定受託事務とする。 

（手数料に関する経過措置） 

第百六十二条 施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の

規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるも

ののほか、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。 

２ 附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、政令で定める。 

附 則 〔平成一一年一二月八日法律第一五一号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。〔後略〕 

（経過措置） 

第三条 民法の一部を改正する法律（平成十一年法律第百四十九号）附則第三条第三項の規定により従前

の例によることとされる準禁治産者及びその保佐人に関するこの法律による改正規定の適用については、

次に掲げる改正規定を除き、なお従前の例による。 

一～二十五（略） 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

〔平成一一年一二月二二日法律第一六〇号抄〕  

（処分、申請等に関する経過措置） 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と総称する。）の施行前に法令

の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為

は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相

当規定に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他

の行為とみなす。 

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされている申請、届出その他

の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法

令の相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をし

なければならないとされている事項で、改革関係法等の施行の日前にその手続がされていないものにつ

いては、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行

後の法令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならな

いとされた事項についてその手続がされていないものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定

を適用する。 

（従前の例による処分等に関する経過措置） 

第千三百二条 なお従前の例によることとする法令の規定により、従前の国の機関がすべき免許、許可、

認可、承認、指定その他の処分若しくは通知その他の行為又は従前の国の機関に対してすべき申請、届

出その他の行為については、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係

法等の施行後の法令の規定に基づくその任務及び所掌事務の区分に応じ、それぞれ、相当の国の機関が

すべきものとし、又は相当の国の機関に対してすべきものとする。 

（罰則に関する経過措置） 

第千三百三条 改革関係法等の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条まで並びに中央省庁等改革
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関係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）

は、政令で定める。 

附 則 〔平成一一年一二月二二日法律第一六〇号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 〔前略〕第千三百四十四条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

附 則 〔平成一二年六月七日法律第一一一号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定め 

る日から施行する。 

一 〔略〕 

二 〔前略〕附則第四十一条中老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十五条の改正規定（「社

会福祉事業法第五十六条第二項」を「社会福祉法第五十八条第二項」に改める部分を除く。）〔中略〕の

規定 平成十五年四月一日 

附 則 〔平成一三年六月二二日法律第五九号〕 

この法律は、平成十五年一月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、平成十四年一月一日から施

行する。 

附 則 〔平成一四年二月八日法律第一号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 〔平成一四年一二月一三日法律第一六六号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、附則第六条から第九条まで及び第十一条から第二

十三条までの規定は、平成十五年十月一日から施行する。 

附 則 〔平成一五年七月一六日法律第一一九号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）の施行の日〔平成一六年四月一

日〕から施行する。〔後略〕 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成一六年一二月一日法律第一四七号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

〔平成一七年三月政令三六号により、平成一七・四・一から施行〕 

附 則 〔平成一七年四月一日法律第二五号抄〕〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

（児童福祉法等の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 この法律の規定（第一条を除く。）による改正後の規定は、平成十七年度以降の年度の予算に係る 

国又は都道府県の負担（平成十六年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成十七年度以降

の年度に支出される国又は都道府県の負担を除く。）について適用し、平成十六年度以前の年度における

事務又は事業の実施により平成十七年度以降の年度に支出される国又は都道府県の負担については、な

お従前の例による。 

第九条 この法律の施行前に行われた第六条の規定による改正前の老人福祉法（以下「旧老人福祉法」と

いう。）附則第八条第一項の規定による国の貸付けについては、同条第七項の規定は、この法律の施行後
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も、なおその効力を有する。この場合において、同項中「、第一項」とあるのは「、国の補助金等の整

理及び合理化等に伴う国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成十七年法律第二十五号）第六条の

規定による改正前の老人福祉法（以下「旧老人福祉法」という。）附則第八条第一項」と、「第二十六条

第一項」とあるのは「旧老人福祉法第二十六条第一項」とする。 

２ 第六条の規定による改正後の老人福祉法（以下「新老人福祉法」という。）附則第八条第四項、第五項

及び第七項の規定は、国がこの法律の施行前に貸し付けた旧老人福祉法附則第八条第一項の貸付金につ

いても、適用する。この場合において、新老人福祉法附則第八条第四項中「前三項」とあるのは「国の

補助金等の整理及び合理化等に伴う国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成十七年法律第二十五

号。以下「一部改正法」という。）第六条の規定による改正前の老人福祉法（以下「旧老人福祉法」とい

う。）附則第八条第一項」と、同条第五項中「第一項から第三項まで」とあるのは「旧老人福祉法附則第

八条第一項」と、同条第七項中「第一項から第三項まで」とあるのは「旧老人福祉法附則第八条第一項」

と、「前項」とあるのは「一部改正法附則第九条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた

旧老人福祉法附則第八条第七項」とする。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成一七年六月二九日法律第七七号抄〕 

沿革 

平成二三年 六月二二日号外法律第七二号〔介護サービスの基盤強化のための介護保険法 

等の一部を改正する法律附則四三条による改正〕 

平成二九年 六月 二日号外法律第五二号〔地域包括ケアシステムの強化のための介護保 

  険法等の一部を改正する法律一〇条による改正〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該

各号に定める日から施行する。 

一 第一条、第五条、第八条、第十一条、第十三条及び第十五条並びに附則第四条〔中略〕及び第五十

六条の規定 公布の日 

二 第二条、第六条及び第九条〔中略〕の規定 平成十七年十月一日 

三 〔略〕 

（検討） 

第二条 政府は、介護保険制度の被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲について、社会保障に関す

る制度全般についての一体的な見直しと併せて検討を行い、その結果に基づいて、平成二十一年度を目

途として所要の措置を講ずるものとする。 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第十六条 施行日前措置入所者は、第十条の規定による改正後の老人福祉法第十一条第一項第一号の措置

を受けて入所している者とみなす。 

第十七条 老人福祉法第十四条の四第二項の規定は、認知症対応型老人共同生活援助事業（施行日の前日

までに老人福祉法第十四条の届出がされたものを除く。）が行われる住居に施行日以後に入居した者に係

る前払金について適用する。 

２ 老人福祉法第二十九条第七項の規定は、同条第一項に規定する有料老人ホーム（施行日の前日までに

旧老人福祉法第二十九条第一項の届出がされたものその他の厚生労働省令で定めるものを除く。）に施行

日以後に入居した者に係る前払金について適用する。 

３ 老人福祉法第二十九条第七項の規定は、同条第一項に規定する有料老人ホーム（施行日の前日までに

旧老人福祉法第二十九条第一項の届出がされたものその他の前項に規定する厚生労働省令で定めるもの

に限る。）に地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成二十九年法

律第五十二号）の施行の日から起算して三年を経過した日以後に入居した者に係る前払金について適用

する。 

（罰則に関する経過措置） 
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第五十五条 この法律の施行前にした行為及び附則第九条の規定によりなお従前の例によることとされる

場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第五十六条 附則第三条から第二十七条まで、第三十六条及び第三十七条に定めるもののほか、この法律

の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 〔平成一七年一一月七日法律第一二三号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 附則第二十四条、第四十四条、第百一条、第百三条、第百十六条から第百十八条まで及び第百二十

二条の規定 公布の日 

二 〔前略〕附則第十八条から第二十三条まで、第二十六条、第三十条から第三十三条まで、第三十五

条、第三十九条から第四十三条まで、第四十六条、第四十八条から第五十条まで、第五十二条、第五

十六条から第六十条まで、第六十二条、第六十五条、第六十八条から第七十条まで、第七十二条から

第七十七条まで、第七十九条、第八十一条、第八十三条、第八十五条から第九十条まで、第九十二条、

第九十三条、第九十五条、第九十六条、第九十八条から第百条まで、第百五条〔中略〕の規定 平成

十八年十月一日 

三 〔略〕 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第百二十一条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる

場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百二十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（平成一八年六月二日法律第五〇号抄） 

（罰則に関する経過措置） 

第四百五十七条 施行日前にした行為及びこの法律の規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おける施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第四百五十八条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による法律の廃止又は改正に伴い必要な

経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成一八年六月二日法律第五〇号抄〕  

沿革 

平成二三年 六月二四日号外法律第七四号〔情報処理の高度化等に対処するための刑法等の 

  一部を改正する法律附則三五条による改正〕 

この法律は、一般社団・財団法人法〔一般社団法人及び一般財団法人に関する法律＝平成一八年六月法

律第四八号〕の施行の日〔平成二〇年一二月一日〕から施行する。〔後略〕 

附 則 〔平成一八年六月二一日法律第八三号抄〕 

沿革 

平成二三年 六月二二日号外法律第七二号〔介護サービスの基盤強化のための介護保険法等 

の一部を改正する法律四条による改正〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該

各号に定める日から施行する。 

一 第十条並びに附則第四条、第三十三条から第三十六条まで、第五十二条第一項及び第二項、第百五

条、第百二十四条並びに第百三十一条から第百三十三条までの規定 公布の日 

二・三 〔略〕 

四 第三条、第七条、第十三条、第十六条、第十九条及び第二十四条並びに附則第二条第二項、〔中略〕
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第九十三条から第九十五条まで〔中略〕の規定 平成二十年四月一日 

五・六（略） 

（罰則に関する経過措置） 

第百三十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下同じ。）の施行前に

した行為、この附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合及びこの附則の規定によりなお

その効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為並びにこの法律の施行後前条

第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる同項に規定する法律の規定の失効前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第百三十二条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下この条にお

いて同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法律の規定に相

当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規

定によってしたものとみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により届出その他の手続をしなければならない事

項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく命

令に別段の定めがあるものを除き、これを、改正後のそれぞれの法律中の相当の規定により手続がされ

ていないものとみなして、改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百三十三条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

附 則 〔平成一九年一二月一九日法律第一三〇号〕 

この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 〔平成二〇年五月二八日法律第四二号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

〔平成二一年一月政令九号により、平成二一・五・一から施行〕 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の規定による改正後の規定の施行の状況

について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

〔廃止又は休止の届出に関する経過措置〕 

第七条 この法律による改正後の老人福祉法第十四条の三又は第十六条第一項の規定は、施行日から起算

して一月を経過する日以後に同法第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業又は同法第二十条

の二の二に規定する老人デイサービスセンター、同法第二十条の三に規定する老人短期入所施設若しく

は同法第二十条の七の二に規定する老人介護支援センターを廃止し、又は休止する国及び都道府県以外

の者について適用し、同日前に同法第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業又は同法第二十

条の二の二に規定する老人デイサービスセンター、同法第二十条の三に規定する老人短期入所施設若し

くは同法第二十条の七の二に規定する老人介護支援センターを廃止し、又は休止した国及び都道府県以

外の者については、なお従前の例による。 

２ この法律による改正後の老人福祉法第二十九条第三項の規定は、施行日から起算して一月を経過する

日以後にその事業を廃止し、又は休止する有料老人ホームの設置者（同法第二十九条第一項の規定によ

る届出をした者をいう。以下この項において同じ。）について適用し、同日前にその事業を廃止し、又は

休止した有料老人ホームの設置者については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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附 則 〔平成二二年五月二八日法律第三七号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日（以下「施行

日」という。）から施行する。 

〔平成二二年一一月政令二二五号により、平成二二・一一・二七から施行〕 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第三十四条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成二三年五月二日法律第三五号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

〔後略〕 

〔平成二三年七月政令二三四号により、平成二三・八・一から施行〕 

附 則 （平成二三年五月二日法律第三七号抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 〔略〕 

二 第六条、第十一条、第十三条、第十五条〔中略〕の規定並びに附則第四条、第五条、第六条第二項、

第七条、〔中略〕第四十六条の規定 平成二十四年四月一日 

三・四 （略） 

（児童福祉法等の一部改正に伴う経過措置） 

第七条 第十三条、第十五条及び第十九条の規定の施行の日から起算して一年を超えない期間内において、

次の表の上欄に掲げる規定に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、それぞれ同表の下

欄に掲げる規定に規定する厚生労働省令で定める基準は、当該都道府県の条例で定める基準とみなす。 

新児童福祉法第二十一条の五の十八第一項及び第

二項 

新児童福祉法第二十一条の五の十八第三項 

新児童福祉法第二十四条の十二第一項及び第二項 新児童福祉法第二十四条の十二第三項 

新児童福祉法第四十五条第一項 新児童福祉法第四十五条第二項 

第十五条の規定による改正後の老人福祉法（以下こ

の表及び附則第四十六条において「新老人福祉法」

という。）第十七条第一項 

新老人福祉法第十七条第二項 

第十九条の規定による改正後の障害者自立支援法

（以下この表及び附則第四十六条において「新障害

者自立支援法」という。）第三十条第一項第二号イ及

びロ 

新障害者自立支援法第三十条第二項 

新障害者自立支援法第四十三条第一項及び第二項 新障害者自立支援法第四十三条第三項 

新障害者自立支援法第四十四条第一項及び第二項 新障害者自立支援法第四十四条第三項 

新障害者自立支援法第八十条第一項 新障害者自立支援法第八十条第二項 

新障害者自立支援法第八十四条第一項 新障害者自立支援法第八十四条第二項 

（罰則に関する経過措置） 

第二十三条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第二十四条 附則第二条から前条まで及び附則第三十六条に規定するもののほか、この法律の施行に関し

必要な経過措置は、政令で定める。 
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（検討） 

第四十六条 政府は、新児童福祉法第二十一条の五の十八、第二十四条の十二及び第四十五条、新老人福

祉法第十七条、新介護保険法第四十二条、第五十四条、第七十四条、第七十八条の四、第八十八条、第

九十七条、第百十五条の四及び第百十五条の十四、改正後旧介護保険法第百十条、新障害者自立支援法

第三十条、第四十三条、第四十四条、第八十条及び第八十四条並びに第二十条の規定による改正後の就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条の規定並びに附則第四条

の規定の施行の状況等を勘案し、これらの規定に規定する基準及びこれらの規定に基づき国の行政機関

の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。 

（地方分権改革推進委員会の勧告に即した措置の実施） 

第四十七条 政府は、旧地方分権改革推進法（平成十八年法律第百十一号）第九条の規定により置かれて

いた地方分権改革推進委員会による同法第十条第一項の勧告において、地方公共団体に対する地方自治

法第二条第八項に規定する自治事務の処理又はその方法の義務付けに関し、具体的に講ずべき措置が提

示された事項及び見直し措置を講ずべきものとされた事項のうち、この法律において措置が講じられて

いないもの（他の法律において措置が講じられたものを除く。）について、できるだけ速やかに、当該勧

告に即した措置を講ずるものとする。 

附 則 〔平成二三年六月二二日法律第七二号抄〕 

沿革 

令和 二年 六月一二日号外法律第五二号〔地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一 

部を改正する法律附則七条による改正 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 第二条（老人福祉法目次の改正規定、同法第四章の二を削る改正規定、同法第四章の三を第四章の

二とする改正規定及び同法第四十条第一号の改正規定（「第二十八条の十二第一項若しくは」を削る部

分に限る。）に限る。）、第四条、第六条及び第七条の規定並びに附則第九条、第十一条〔中略〕及び第

五十条から第五十二条までの規定 公布の日 

二 （略） 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の規定による改正後の規定の施行の状況

について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第十条 第二条の規定による改正後の老人福祉法（以下「新老人福祉法」という。）第十四条の四第一項の

規定は、施行日の前日までに第二条の規定による改正前の老人福祉法（以下「旧老人福祉法」という。）

第十四条の規定による届出がされた認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者については、平成二十

七年四月一日以後に受領する金品から適用する。 

２ 新老人福祉法第十四条の四第三項の規定は、認知症対応型老人共同生活援助事業が行われる住居に施

行日以後に入居した者に係る前払金について適用する。 

３ 老人福祉法第二十九条第八項の規定は、施行日の前日までに旧老人福祉法第二十九条第一項の規定に

よる届出がされた同項に規定する有料老人ホームについては、平成二十七年四月一日以後に受領する金

品から適用する。 

４ 老人福祉法第二十九条第十項の規定は、同条第一項に規定する有料老人ホームに施行日以後に入居し

た者に係る前払金について適用する。 

第十一条 新老人福祉法第二十条の八の規定による市町村老人福祉計画の策定の準備その他の行為は、施

行日前においても行うことができる。 

（罰則に関する経過措置） 

第五十一条 この法律（附則第一条第一号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対
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する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第五十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 〔平成二三年六月二四日法律第七四号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 

〔後略〕 

附 則 〔平成二六年六月二五日法律第八三号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日又は平成二十六年四月一日のいずれか遅い日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕次条並びに附則第七条、〔中略〕第七十一条及び第七十二条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

三 〔前略〕第十六条の規定（第六号に掲げる改正規定を除く。）〔中略〕 平成二十七年四月一日 

四及び五 〔略〕 

六 〔前略〕第十六条中老人福祉法第五条の二第三項の改正規定（「居宅介護サービス費、」の下に「地

域密着型通所介護若しくは」を加える部分に限る。）、同条第七項の改正規定、同法第十条の四第一項

第二号の改正規定（「規定する通所介護」の下に「、地域密着型通所介護」を加える部分に限る。）、同

法第二十条の二の二の改正規定（「居宅介護サービス費、」の下に「地域密着型通所介護若しくは」を

加える部分に限る。）及び同法第二十条の八第四項の改正規定（「、小規模多機能型居宅介護」の下に

「、地域密着型通所介護」を加える部分に限る。）〔中略〕 平成二十八年四月一日までの間において

政令で定める日 

〔平成二七年二月政令四九号により、平成二八・四・一から施行〕 

 七 〔略〕 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後必要に応じ、地域における病床の機能の分化及び連携の推進の状況等

を勘案し、更なる病床の機能の分化及び連携の推進の方策について検討を加え、必要があると認

めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

２ 〔略〕 

３ 政府は、我が国における急速な高齢化の進展等に伴い、介護関係業務に係る労働力への需要が増大し

ていることに鑑み、この法律の公布後一年を目途として、介護関係業務に係る労働力の確保のための方

策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす

る。 

４ 政府は、前三項に定める事項のほか、この法律の公布後五年を目途として、この法律による改正後の

それぞれの法律（以下この項において「改正後の各法律」という。）の施行の状況等を勘案し、改正後の

各法律の規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。）

の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法

律の施行後にした行為及びこの附則の規定によりなお効力を有することとされる場合におけるこの法律

の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第七十二条 附則第三条から第四十一条まで及び前条に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な

経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成二九年六月二日法律第五二号抄〕  
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（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第三条の規定並びに次条並びに附則第十五条、第十六条、第二十七条、第二十九条、第三十一条、

第三十六条及び第四十七条から第四十九条までの規定 公布の日 

二・三 〔略〕 

（検討） 

第二条 〔一項略〕 

２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後五年を目途として、この法律の規定による改正

後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四十八条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条において同じ。）

の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律

の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過

措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 〔平成三〇年六月八日法律第四四号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第二十三条及び第二十四条の規定 公布の日 

二・三 〔略〕 

四 〔前略〕附則第五条、第十条から第十三条まで、第十五条、第十六条及び第十九条から第二十二条

までの規定 平成三十二年四月一日 

五 〔略〕 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第十六条 当分の間、前条の規定による改正後の老人福祉法第五条の四第一項ただし書の規定の適用につ

いては、同項ただし書中「若しくは同法第三十条第一項ただし書」とあるのは「、同法第三十条第一項ただ

し書に規定する日常生活支援住居施設若しくは同項ただし書」とする。 

（政令への委任） 

第二十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 〔平成三〇年六月二七日法律第六六号抄〕  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

〔平成三〇年九月政令二六九号により、平成三一・六・一から施行〕 

一 〔前略〕附則第十一条から第十三条まで、第十六条及び第十七条の規定 公布の日 

二～五 〔略〕 

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置） 

第十条 第十二条の規定による改正後の老人福祉法第四十三条（第二号に係る部分に限る。）の規定は、施

行日以後に要することとなった老人福祉法第二十一条各号に規定する費用に係る同法第二十八条第一項の

規定による徴収に関する同法第三十六条の規定による報告の求めを受けた者について適用する。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び次条におい

て同じ。）の施行の日前にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定によりされた認定等の処分その
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他の行為（以下この項において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現にこの法律による

改正前のそれぞれの法律の規定によりされている認定等の申請その他の行為（以下この項において「申

請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異

なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は附則第十三条の規定に基づく政令に定める

ものを除き、この法律の施行の日以後におけるこの法律による改正後のそれぞれの法律の適用について

は、この法律による改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為と

みなす。 

２ この法律の施行の日前にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の

機関に対し、報告、届出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続

がされていないものについては、附則第二条から前条までの規定又は附則第十三条の規定に基づく政令

に定めるもののほか、これを、この法律による改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公

共団体の相当の機関に対して報告、届出その他の手続をしなければならない事項についてその手続がさ

れていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（罰則に関する経過措置） 

第十二条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第十三条 附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則〔令和二年六月一二日法律第五二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

一 〔前略〕附則第七条の規定（介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平 

 成二十三年法律第七十二号）附則第十条第三項及び第四項の改正規定を除く。）並びに附則第八条及び第九 

 条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定につい

て、その施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。 

（政令への委任） 

第九条 この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号。以下「刑法等一部改正法」とい

う。）及びこの法律（以下「刑法等一部改正法等」という。）の施行前にした行為の処罰については、次章に

別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対して、他の法律の規定によりなお従前の例によることとさ

れ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の法律の規定の例によることとされる罰則を適

用する場合において、当該罰則に定める刑（刑法施行法第十九条第一項の規定又は第八十二条の規定による

改正後の沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律第二十五条第四項の規定の適用後のものを含む。）に刑法等

一部改正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四十年法律第四十五号。以下この項において「旧刑法」

という。）第十二条に規定する懲役（以下「懲役」という。）、旧刑法第十三条に規定する禁錮（以下「禁錮」

という。）又は旧刑法第十六条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち

無期の懲役又は禁錮はそれぞれ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期（刑法

施行法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施

行法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする拘留とする。 
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（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判の効力並びにその執行については、次章に別段の定めがあ

るもののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられた者に係る人の資格に関する法令の規定の適用について

は、無期の懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ無期拘禁刑に処せられた者と、有期の懲役又は禁錮に処せ

られた者はそれぞれ刑期を同じくする有期拘禁刑に処せられた者と、旧拘留に処せられた者は拘留に処せられ

た者とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法律の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を

有することとされ又は改正前若しくは廃止前の法律の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の

規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた

者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せら

れた者とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め

る。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部を改正する法律＝令和四年六月法律第六七号〕施行日〔令

和七年六月一日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

附 則〔令和五年五月一九日法律第三一号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。〔後略〕 
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対応者： 所属機関：

□ 電話 □ 来所 □ その他(      )

□ 本人 □ 家族親族（同居・別居）続柄：　　　　□ その他（　　）

     【主訴・相談の概要】

     【本人の状況】

□ 明治 □ 大正 □ 昭和

住民票登録住所 □ 同左 □ 異

電話： その他連絡先： （続柄：　　　 ）

□ 自宅 □ 病院（　　　　　　　　） □ 施設（　　　　　　　　　） □ その他（　　　　　　　　）

□ 非該当 □ 要支援（　） □ 要介護（　） □ 申請中（　月　日） □ 未申請 □ 申請予定

□ あり（　　 　　　　） □ なし

□ 一般（　　　　） □ 認知症（　　　　　） □ 精神疾患（　　　　　） □ 難病（　　　　　）

□ 無 □ 有（等級：　　種別：　　　　）

 生活保護受給 （ □ なし　 □ あり)

     【本人の意向など】※生活歴、キーパーソン、関係機関などわかる範囲で書き込む 

     【世帯構成】 【介護者の状況】

家族状況（ジェノグラム） 歳

□ 配偶者 □ 息子 □ 娘 □ 息子の配偶者

□ 娘の配偶者 □ その他（　　　　　　　　）

□ 同上

     【総合相談としての対応】

①相談終了 □ 聞き取りのみ □ 情報提供・助言 □ 他機関への取次・斡旋（機関名：　　　　　） □ その他

②相談継続 □ 権利擁護対応（虐待以外） □ 包括的継続的ケアマネジメント支援 □ 高齢者虐待（B票へ） □ その他

内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

流山市（社団法人日本社会福祉士会様式を改製）

主疾患

障害手帳身体状況

利用サービス 介護保険内・外

氏名 年齢

電話番号

経済状況

続柄

その他特記事項

職業

現住所

氏　名

介護認定

居　所

事業所・介護支援専門員

Ａ票

相談年月日

相談者
（通報者）

氏名

高齢者相談受付票

電話番号

受付方法

住所または
所属機関名

令和　年　　月　　日    　 時　　 分～　時　分

年　月　日

本人との関係

連絡先

年齢 　　歳性別 生年月日

高齢者虐待帳票（Ａ票～Ｆ票） 
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高齢者虐待受付票

【不適切な状況の具体的内容】※事実確認を行うための根拠とする情報を記入する欄

　相談者（通報・届出者）は □ 実際に目撃した □ 怒鳴り声や泣き声、物音等を聞いて推測した

□ 本人から聞いた □ 関係者（　　　　　　　　　）から聞いた

□ 家から怒鳴り声や泣き声が聞こえたり、大きな物音がする〔疑い〕

□ 暑い日や寒い日、雨の日なのに高齢者が長時間外にいる〔疑い〕

□ 介護が必要なのに、サービスを利用している様子がない〔疑い〕

□ 高齢者の服が汚れていたり、お風呂に入っている様子がない〔疑い〕

□ あざや傷がある〔疑い〕

□ 問いかけに反応がない、無表情、怯えている〔疑い〕

□ 食事をきちんと食べていない〔疑い〕

□ 年金などお金の管理ができていない〔疑い〕

□ 養護者の態度（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ その他（具体的内容を記載）

□ レッド「緊急保護の検討」

□ イエロー①「保護の検討」と「集中的援助」

□ イエロー②「集中的援助」と「防止のための保護検討」

□ イエロー③「継続的・総合的援助」

□ 本日中 □ ４８時間以内 □ 一週間以内　

□ 身体的虐待の疑い □ 放棄・放任の疑い □ 心理的虐待の疑い □ 性的虐待の疑い □ 経済的虐待の疑い

□ 虐待とは言い切れないが不適切な状況（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【情報収集依頼項目】　 依頼日時：　　　　年　　月　　日　　時　　分　　依頼先：　　　　　　依頼方法（電話　訪問　その他）

□ 住民票 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 介護認定の有無 □ 担当居宅介護支援事業所 □ 介護保険料所得段階 □ 介護保険料収納状況

□ 生活保護の利用 □ 障害者手帳の有無（身・知・精） □ 障害福祉ｻｰﾋﾞｽ利用状況 □ （　　　　　　）

□ 収入状況 □ 国民年金　 □ 遺族年金 □ 国民健康保険収納状況

□ 主治医・医療機関 □ 保健所・保健センターの関与 □ 他機関（　　　　　　　　　　）の関与

□ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※情報収集依頼によって得られた情報は、アセスメント要約票Ｄ票へ集約し整理する

【事実確認の方法と役割分担】　 協議日時：　　　　年　　月　　日　　時　　分　　協議者：　　　　　　方法（電話　訪問　その他）

□ 訪問 □ 来所　 面接者（　　　 　　　，　　　　　　）

□ ケース会議等（担当：　　　　　　） □ 関係機関（　　　　　　担当：　　　　）

　※訪問時の状況や聞き取りした内容を事実確認票Ｃ票へ記載

　　　　　年　　月　　日　　時迄　※48時間以内のコアメンバー会議開催を踏まえて設定する

□ 不要 □ 要検討（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※[事実確認の方法と役割分担]に関する協議が終わったら「事実確認」へ

流山市（社団法人日本社会福祉士会様式を改製）

事実確認

期限

その他

立入調査の

必要性

 事実確認中に予測されるリスクと対応方法

Ｂ票

面接調査

聞き取り

※包括内協議

虐待の可能性

（通報段階）

事実確認の

方法

情報源

世帯構成

関係機関等

福祉サービス等

経済状況

相談・訴え
の内容

介護保険

リスクアセ
スメント

緊急性
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 ※首都大学東京　副田あけみ教授作成様式を改変して作成

虐待者・被虐待者の共依存関係（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 虐待者が暴力の被害者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ その他の家族・親族の無関心（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 住環境の悪さ ：　狭い、被虐待者の居室なし、非衛生的、その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 障害・疾患 ：　知的障害、精神疾患（　　　　　　　　　　　）、依存症（　　　　　　　　　　　）、その他（　　　　　　）

□ 経済的問題 ：　低所得、失業、借金、被虐待者への経済的依存、その他（　　　　　　　　　　　　　）

イ
エ
ロ
ー

③

⑬虐待につながる家庭状況があるか？

□ 長期にわたる虐待者・被虐待者間の不和の関係（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□

重い介護負担感（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 介護疲れ（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 認知症や介護に関する知識・技術不足（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 性格的問題（偏り） ：　衝動的、攻撃的、未熟性、支配的、依存的、その他（　　　　　　　　　　　）

寝たきり度 ：　J1  J2  A1  A2  B1  B2  C1  C2

□ 性格的問題（偏り） ：　衝動的、攻撃的、粘着質、依存的、その他（　　　　　　　　　　　）

□ 精神疾患（　　　　　　　　　　　）、依存症（　　　　　　　　　　　）、その他（　　　　　　　　　　　　　）

⑫虐待者に虐待につながるリスク要因があるか？

□ 被虐待者への拒否的感情や態度（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□

⑩家族内で虐待の連鎖が起きている

イ
エ
ロ
ー

②

⑪被虐待者に虐待につながるリスク要因があるか？

□ 認知症程度 ：　Ⅰ　Ⅱa  Ⅱb  Ⅲa  Ⅲb  Ⅳ  M

□ 問題行動 ：　徘徊、暴力行為、昼夜逆転、不穏、興奮、失禁、その他（　　　　　　　　　　）

□

□ 習慣的な暴力、新旧の傷・あざ、入退院の繰り返し、その他（　　　　　　　　　　　　）

□ 虐待者の認識：虐待の自覚なし、認めたがらない、援助者との接触回避、その他（　　　　　　　　　　　）

□ 虐待者の精神的不安定・判断力低下、非現実的な認識、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑦刃物、ビンなど凶器を使った暴力や脅しがある（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

イ
エ
ロ
ー

①

⑧今後重大な結果が生じるおそれの高い状態が見られるか？

頭部打撲、顔面打撲・腫張、不自然な内出血、やけど、刺し傷、きわめて非衛生的、極端なおびえ、

軽度の脱水、低栄養・低血糖の疑い、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑨繰り返されるおそれが高いか？

③被虐待者から「殺される」「○○が怖い」「何も食べていない」等の訴えあり（　　　　　　　）　

④虐待により被虐待者の人格や精神状態に著しいゆがみを生じている（　　　　　　　　　　　　　　）

⑤虐待者が高齢者の保護を求めている（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑥「何をするかわからない」「殺してしまうかもしれない」等の訴えあり（　　　　　　　　　　　　）

高齢者虐待リスクアセスメントシート（第２版）

レ

ッ
ド

①すでに重大な結果を生じているか？

頭部外傷（血腫、骨折）、腹部外傷、意識混濁、重度の褥そう、重い脱水症状、脱水症状の繰り返し、

栄養失調、全身衰弱、強い自殺念慮、その他（　　　　　　　　　）

②被虐待者自身が保護を求めている（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①から⑦に○が付いた場合は「緊急保護の検討」

⑧から⑩に○が付いた場合は「保護の検討」もしくは「集中的援助」

⑪から⑫に○が付いた場合は「集中的援助」もしくは「防止のための保護検討」

⑬に○が付いた場合は「継続的、総合的援助」

事実確認を継続／虐待の事実なし
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事実確認票－チェックシート

□ 男 □ 女 年齢 歳

□ 居宅 □ 来所（□行政　□地域包括支援センター） □ その他（　　　　　　）

確認時の同席者の有無 □ 無 □ 有（氏名：　　　　　　　　　　　　）

【本人】

【養護者】

【第三者】：（　　　　　　　　　）

　１．虐待がはじまったと思われる時期：　　　　　　年　　　　月頃

　２．虐待が発生する頻度：

　３．虐待が発生するきっかけ：

　４．虐待が発生しやすい時間帯：

※裏面の事実確認項目（サイン）を利用して事実確認を行う。

流山市（社団法人日本社会福祉士会様式を改製）

確認者：

発言内容や状態・行動・態度など（見聞きしたことをそのまま記入）

　虐待の全体的状況

確認日時： 　年　　月　　日　　時　～　　年　　月　　日　　時

Ｃ票(表)

発生状況

　　　年　　月　　日生高齢者本人氏名

確認場所

生年月日性別
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事実確認項目（サイン）

通 確認項目 サイン：当てはまるものがあれば○で囲み、他に気になる点があれば（　　）に簡単に記入 確認方法

頭部外傷（血腫、骨折等の疑い）、腹部外傷、重度の褥そう、その他（        　）

部位：　　　　　　　　　　　大きさ：　　　　　　　　　　　　　　　　

全身状態・意識レベル 全身衰弱、意識混濁、その他（　　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

脱水症状 重い脱水症状、脱水症状の繰り返し、軽い脱水症状、その他（　      　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

栄養状態等 栄養失調、低栄養・低血糖の疑い、その他（　　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

身体に複数のあざ、頻繁なあざ、やけど、刺し傷、打撲痕・腫張、床ずれ、その他（　 　　    ）

部位：　　　　　　　　　　　大きさ：　　　　　　　　色：　　　　　　　　

体重の増減 急な体重の減少、やせすぎ、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

出血や傷の有無 生殖器等の傷、出血、かゆみの訴え、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

その他
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

衣服･寝具の清潔さ 着の身着のまま、濡れたままの下着、汚れたままのシーツ、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

身体の清潔さ 身体の異臭、汚れのひどい髪、皮膚の潰瘍、のび放題の爪、その他（　　　　   　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

適切な食事
菓子パンのみの食事、余所ではガツガツ食べる、拒食や過食が見られる、
その他（　　　　　　　　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

適切な睡眠 不眠の訴え、不規則な睡眠、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

行為の制限
自由に外出できない、自由に家族以外の人と話すことができない、
長時間家の外に出されている、その他（　　                　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

不自然な状況
資産と日常生活の大きな落差、食べる物にも困っている、
年金通帳・預貯金通帳がない、その他（　　　　            　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

住環境の適切さ 異臭がする、極度に乱雑、ベタベタした感じ、暖房の欠如、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

その他
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

恐怖や不安の訴え 「怖い」「痛い」「怒られる」「殴られる」などの発言、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

保護の訴え
「殺される」「○○が怖い」「何も食べていない」「家にいたくない」「帰りたくない」
などの発言、その他（　　　　　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

強い自殺念慮 「死にたい」などの発言、自分を否定的に話す、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

あざや傷の説明 つじつまが合わない、求めても説明しない、隠そうとする、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

金銭の訴え
「お金をとられた」｢年金が入ってこない」「貯金がなくなった」などの発言、
その他（　　　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

性的事柄の訴え 「生殖器の写真を撮られた」などの発言、その他（　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

話のためらい 関係者に話すことをためらう、話す内容が変化、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

その他
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

おびえ、不安 おびえた表情、急に不安がる、怖がる、人目を避けたがる、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

無気力さ 無気力な表情、問いかけに無反応、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

態度の変化
家族のいる場面いない場面で態度が異なる、なげやりな態度、急な態度の変化、
その他（　　　　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

その他
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

適切な医療の受診 家族が受診を拒否、受診を勧めても行った気配がない、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

適切な服薬の管理
本人が処方されていない薬を服用、処方された薬を適切に服薬できていない、
その他（　　　　　　　　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

入退院の状況 入退院の繰り返し、救急搬送の繰り返し、その他（　　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

適切な介護等ｻｰﾋﾞｽ
必要であるが未利用、勧めても無視あるいは拒否、必要量が極端に不足、
その他（　　　　　　　　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

支援のためらい・拒否 援助を受けたがらない、新たなサービスは拒否、その他（　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

費用負担 サービス利用負担が突然払えなくなる、サービス利用をためらう、その他（　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

その他
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

支援者への発言
「何をするかわからない」「殺してしまうかもしれない」等の訴えがある、

その他（　　　　　　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

保護の訴え 虐待者が高齢者の保護を求めている、その他（　　　　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

暴力、脅し等 刃物、ビンなど凶器を使った暴力や脅しがある、その他（　　　　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

高齢者に対する態度 冷淡、横柄、無関心、支配的、攻撃的、拒否的、その他（　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

高齢者への発言
「早く死んでしまえ」など否定的な発言、コミュニケーションをとろうとしない、
その他（　　　　　　　　 　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

支援者に対する態度
援助の専門家と会うのを避ける、話したがらない、拒否的、専門家に責任転嫁、
その他（　　　       　　　　　）

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

精神状態・判断能力 虐待者の精神的不安定・判断力低下、非現実的な認識、その他（　　　　　　　　　　）
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

その他
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

社団法人日本社会福祉士会 作成（出典：東京都老人総合研究所作成様式を参考に作成）

※２　太字の項目が確認された場合は、『緊急保護の検討』が必要。

※１　「通」：通報があった内容に○をつける。「確認日」：行政および地域包括支援センター職員が確認した日付を記入。

生
活
の
状
況

話
の
内
容

表
情
・
態
度

適
切
な
支
援

外傷等

養
護
者
の
態
度
等

Ｃ票(裏)

確認日

身
体
の
状
態
・
け
が
等

1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認

あざや傷
1.写真 2.目視 3.記録 4.聴き取り 5.その他

（　　　　　）が（　　　　）から確認
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回目用

アセスメント要約日： 要約担当者：

自宅 入所・院

同居 別居

在宅 入所 不明 ／ 有 無 不明

可能 特定条件のもとであれば可能（　　　　　　　　） 困難 不明

一貫している 変化する
意欲や気力が低下しているおそれ(無気力、無反応、おびえ、話をためらう、人目を避ける、等)

Ⅰ．高齢者本人の情報　　面接担当者氏名：

課題

　診断の必要性： 内科 精神科 外科 整形外科 その他（　　　　　　　　　） 不明

　要介護認定　： 非該当 要支援（　　） 要介護（　　） 申請中（申請日：　　年　　月　　日） 未申請

　障害　　　　： 身体障害 精神障害（ あり 疑い） 知的障害（ あり 疑い）

　精神状態　　： 認知症（ 診断あり 疑い） うつ病（ 診断あり 疑い） その他（　　　　　　　　）

　　危機対処場面において： 自ら助けを求めることができる 助けを求めることが困難 課題

　　避難先・退避先　　　： 助けを求める場所がある（　　　　　） ない 不明

　　成年後見人等： あり（後見人等：　　　　　　） 申立中（申立人：　　　　　） 課題

申立予定あり 申立予定なし 不明

課題

介護保険 自立支援法 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 不明

課題

生活保護受給 介護保険料滞納 国民健康保険料滞納 その他（　　　　　　　）
不明

　金銭管理　： 自立 一部介助（判断可） 全介助（判断不可） 不明　

　金銭管理者： 本人 成年後見人等 日常生活自立支援事業利用 その他（　　　　　　　　　　）

　食　　事( 一人で可 一部介助 全介助）

　調　　理( 一人で可 一部介助 全介助）

　移　　動( 一人で可 一部介助 全介助）

　買　　物( 一人で可 一部介助 全介助）

　掃除洗濯( 一人で可 一部介助 全介助） 課題

　入　　浴( 一人で可 一部介助 全介助） 不明

　排　　泄( 一人で可 一部介助 全介助）

　服薬管理( 一人で可 一部介助 全介助）

　預貯金年金の管理( 一人で可 一部介助 全介助）

　医療機関の受診  ( 一人で可 一部介助 全介助）

課題
不明

流山市（社団法人日本社会福祉士会様式を改製）

　　　　　年　　　　　月　　　　　日

□
□

□
□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

□ □

□ □ □

□ □ □

□

□ □

□

□ □□

□

□ □

□ □

□ □

□

□

□

□

□ □

□ □□

□ □

□

　受診状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　服薬状況(種類）：　

□

生活意欲：

高齢者本人の希望

□ □ □

□ □

分離希望： □

話の内容：

意思疎通：
□

□

□

□

□ □ □ □

男 □

□ 　同別居の状況：

□

□

□

□

　具体的症状等⇒

□

　居所の希望： □

　高齢者本人との関係：

性別・年齢： □

男 □ 歳

女 歳

□性別・年齢： 女

□

□ □

既往歴：

【成年後見制度の利用】

□ □

□ □ □

【エコマップ】

【性格上の傾向、こだわり、対人関係等】

□

□

□

【経済情報】

【各種制度利用】

　具体的な状況（生活費や借金等）：

□ □ □

□

□

□

アセスメント要約票

高齢者本人氏名： 　居所：

□ □

□

□

養護者氏名：

□

□

□

□

　受診状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　服薬状況(種類）：　

　【健康状態等】

　疾病・傷病　：

□

□

【その他特記事項】

【生活状況】

□

□ □

□

□

対応計画 　　　　
Ｄ票(表)

虐待解消

に向けた

対応課題

　１ヶ月に本人が使える金額　　　　万円

　収入額　月　　　万円（内訳：　　　　）　　預貯金等　　　万円　　　　借金　　　万円

【危機への対処】

□
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Ⅱ．養護者の情報　　面接担当者氏名：
【養護者の希望】 在宅 入所 不明 ／ 有 無 不明

課題
不明

課題

　診断の必要性： 内科 精神科 外科 整形外科 その他（　　　　　　　　　） 不明

　障害　　　　： 身体障害 精神障害（ あり 疑い） 知的障害（ あり 疑い）

　　被虐待高齢者に対する介護意欲： あり なし 不明 介護技術・知識： 高い 低い 不明　

　　１日の介護時間： ほぼ１日中 必要時のみ 不明 介護の代替者　： 高い 低い 不明　 課題

不明

　就労状況： 就労（就労曜日　　～　　　就労時間　　時～　　時）、雇用形態（ 正規、 非正規） 非就労 福祉的就労

課題

被虐待高齢者の年金に生活費を依存 借金トラブルがある ギャンブルによるトラブルがある 不明

生活保護受給 介護保険料滞納 国民健康保険料滞納 その他（　　　　　　　　　　　）

課題
不明

課題
不明

課題
不明

流山市（社団法人日本社会福祉士会様式を改製）

□
□

関わりなし □ 不明　

□
□

□
□

Ⅲ．家族関係（家族歴、家族の抱える問題、家族の中の意思決定者、問題が起こったときの対処方法、地域や近隣との関係、等）

□ 良好（　　　　　） □ 挨拶程度 □

□ □ □

悪い

　　平均睡眠時間：およそ　　　時間

 【近隣との関係】

□

□

□

□

□
□

□

□

□ □

□ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □

　具体的症状等⇒

□ □ □ □ □ □ □

□

□ □ □ □ □

　　疾病・傷病： 既往歴：

　居所の希望： □ 分離希望： □

　　介護期間（いつから始まったか、負担が大きくなった時期やきっかけ、最近の生活行動の変化など）※期間と負担原因を明確に

　　収入額　月　　　万円（内訳：　　　　）　　預貯金等　　　万円　　　借金　　　万円

 【健康状態等】

□

〔全体のまとめ〕：Ⅰ～Ⅳで抽出された虐待発生の要因の結果を踏まえて、分析、課題を整理する。
　　　　　　　　　　　※計画書(1)の「総合的な対応方針」、計画書(2)の「対応困難な課題／今後検討しなければいけない事項」に反映する
Ⅰ．高齢者本人

Ⅱ．養護者

Ⅲ．家族関係（家族歴、家族の抱える問題、家族の中の意思決定者、問題が起こったときの対処方法等）

Ⅳ．その他（近隣・地域住民等との関係、地域の社会資源、 関係者・関係機関の関わり等）

Ⅴ．今後の課題

Ⅳ．その他（関係者、関係機関の関わり等）

※高齢者虐待対応ケース会議記録・計画書(1) Ｅ票 の「支援機関・関連機関等連携マップ」で集約する

※高齢者虐待対応ケース会議記録・計画書(1) Ｅ票 の「支援機関・関連機関等連携マップ」で集約する

□

 【経済状況】

 【介護負担】

 【就労状況】

□

□

□

　　受診状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　服薬状況(種類）：　

　　受診状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　服薬状況(種類）：　

□

□□

□ □

　　性格的な偏り：

虐待解消

に向けた

対応課題

Ｄ票(裏)
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担当者

様

地域包括支援センター

出席者

□ 虐待の事実なし □ 判断できず

□ 虐待の事実あり

　→ □ 身体的虐待 □ 放棄・放任 □ 心理的虐待 □ 性的虐待 □ 経済的虐待 □ その他

□ 緊急性なし □ 判断できず
□ 緊急性あり　　

□ 入院や通院が必要（重篤な外傷、脱水、栄養失調、衰弱等）

□ 高齢者本人・養護者が保護を求めている

□ 暴力や脅しが日常的に行われている

□ 今後重大な結果が生じる、繰り返されるおそれが高い状態

□ 虐待につながる家庭状況・リスク要因がある

□ 高齢者の安全確認ができていない

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ※支援の必要性 □ あり □ なし □ 不明

□ 事実確認を継続（期限を区切った継続方針）

□ 立入調査 □ 警察への援助要請

□ 緊急分離保護（　　　　　　　） □ 入院（　　　　　　　）

□ 面会制限

□ 在宅サービス導入・調整（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　【措置の適用】

□ 有：（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 無

□ 検討中（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 成年後見制度または日常生活自立支援事業の活用

□ 経済的支援(生活保護相談・申請/各種減免手続き等)(　　　　)

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

流山市（社団法人日本社会福祉士会 作成　VerⅡを改製）

担当者

　※記入欄が足りない場合は、様式を追加して記入

流山市（社団法人日本社会福祉士会 作成　VerⅡを改製）

関係機関・担当者等

決　裁　欄E票（表）
高齢者虐待対応会議記録・計画書（１）～コアメンバー会議用

課　長 課長補佐

E票(裏）
高齢者虐待対応会議記録・計画書（２）～コアメンバー会議用

決　裁　欄

課　長 課長補佐 係　長

係　長

高
齢
者

緊急性の
判断根拠

養護者の意
見・希望

総合的な
対応方針

※「アセスメント
要約票」全体の

まとめより

対応の
内容

高齢者本人氏名

初回計画作成日　　　　年　　　　月　　　　日

会議日時：　　　　年　　　月　　　日　　　時　　分～　　　時　　分

会議目的
所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名

所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名

虐待事実の
判断

高齢者本人
の意見・希

望
虐待事実の
判断根拠

緊急性の
判断

対象
優先
順位

対応方法（具体的な役割分担）

実施日時・期間／評価日

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

目標課題
何を・どのように

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

対応が困難な課題／今後検討しなければならない事項など（「アセスメント要約票」の全体のまとめから記載）

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

そ
の
他
の
家
族

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

養
護
者

計画評価予定日　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日

関
係
者

計画作成者所属

計画作成者氏名

月　日～　月　日
評価予定日　　　月

日
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課　長 課長補佐 係　長 担当者

様 計画作成日　　　　　　　年　　　　月　　　　日

地域包括支援センター

会議日時：

出席者

※支援の必要性 □ あり　 □ なし □ 不明

流山市（社団法人日本社会福祉士会様式VerⅡを改製）

    総合的な
  支援の方針

 ※アセスメント
  要約票Ｄ票

〔全体のまとめ〕
  より

高齢者本人の
意見・希望

支援機関・関連機関等連携マップ

※アセスメント要約票Ｄ票のⅢ、Ⅳを集約する

養護者の
意見・希望

高齢者本人氏名  　　 　　　          　　　　　　

計画作成者所属

計画作成者氏名

Ｅ票（表） 高齢者虐待対応ケース会議記録・計画書（１）
決　裁　欄

所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名

計画の作成回数：　　　　回目（初回計画作成日　　　年　　月　　日）

所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名
所属：　　　　　　　　氏名

　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　時　　　分～　　　　時　　　分

会議目的

計画作成段階　　　　　見直し　　措置解除　　虐待終結

※記入欄が足りない場合は、様式を追加して記入

流山市（社団法人日本社会福祉士会様式を改製）

支援機関・担当者等 実施日時・期間／評価日

Ｅ票（裏） 高齢者虐待対応ケース会議記録・計画書（２）

対象
優先
順位

課題 目標
具体的な役割分担

何を・どのように

　　月　　日～　　月　　日

そ
の
他
の
家
族

養
護
者

　　月　　日～　　月　　日

高
齢
者 評価予定日　　月　　日

対応が困難な課題／今後検討しなければならない事項等（虐待終結に向けた課題等を記載） 計画評価予定日　　　　　　　　　年　　　　　　　　月　　　　　　　日

関
係
者

評価予定日　　月　　日

　　月　　日～　　月　　日

　　月　　日～　　月　　日

　　月　　日～　　月　　日

評価予定日　　月　　日

　　月　　日～　　月　　日

　　月　　日～　　月　　日

評価予定日　　月　　日

評価予定日　　月　　日

　　月　　日～　　月　　日

評価予定日　　月　　日

評価予定日　　月　　日

　　月　　日～　　月　　日

評価予定日　　月　　日

評価予定日　　月　　日
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様

地域包括支援センター

所属： 氏名 所属： 氏名

所属： 氏名 所属： 氏名

所属： 氏名 所属： 氏名

□ 目標達成　

□ 目標変更なし

□ 目標変更あり（　　　　　　　　　　　　　）

□ 目標達成　

□ 目標変更なし

□ 目標変更あり（　　　　　　　　　　　　　）

□ 目標達成　

□ 目標変更なし

□ 目標変更あり（　　　　　　　　　　　　　）

□ 目標達成　

□ 目標変更なし

□ 目標変更あり（　　　　　　　　　　　　　）

□ 目標達成　

□ 目標変更なし

□ 目標変更あり（　　　　　　　　　　　　　）

□ 目標達成　

□ 目標変更なし

□ 目標変更あり（　　　　　　　　　　　　　）

判定

　２．虐待の疑いがある

　３．一時的に解消(再発の可能性が残る）

　４．虐待は解消した

　５．虐待は確認されていない

□ あり □ なし

流山市（社団法人日本社会福祉士会 作成　VerⅡを改製）

F票 高齢者虐待対応評価会議記録表
決　裁　欄

課題
番号

目標

□

□

□

□

記入年月日 　　　　 年　　　月　　　日

　１．身体的虐待

　２．放棄・放任

　３．心理的虐待

虐待種別

□

□

高齢者本人氏名 

計画作成者所属 　　　回目

出席者

評価結果のまとめ(　　　　年　　　月　　　日現在の状況)

　４．その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

　３．アセスメント、虐待対応計画の見直し

　２．現在の虐待対応計画内容に基づき、対応を継続

　１．虐待対応の終結　　（　→　→　→　→　「今後の対応」へ）

担当者

　　３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　２．包括的・継続的ケアマネジメント支援に移行

　　１．権利擁護対応（虐待対応を除く）に移行

確認した事実と日付
目標変更の有無、変更内容

目標に変更ありの場合、（　　）内に記載

養護者の状況(意見・希望)

　１．虐待が発生している

　５．経済的虐待

　６．その他

　４．性的虐待

新たな対応計画の必要性 今後の対応

会議日時： 　　　　年　　　月　　　日　　　時　　分～　　　時　　分計画作成者氏名

虐待発生の
リスク状況

実施状況（誰がどのように取り組んだか）
計画通りの役割分担・対応方法を実施した

場合には、□にチェック

会議目的

　養護者支援の必要性

←【判定欄に該当番号を記入】 高齢者本人の状況(意見・希望)

係　長課長補佐課　長

計画評価：
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【参考】養護者からの不当な要求等への対応 

 

高齢者虐待対応の過程で、養護者から不当な要求や、嫌がらせ、脅し等が市町村や地域包括支援セン

ターに対して行われる場合があります。これらの行為への対応に当たっては、通常の養護者支援とは区

別し、組織的な対応が必要となります。 

（質問） 

高齢者を養護者から分離保護した後に、養護者が毎日数回にわたって担当課にやって来て抗議をした

り、電話等で「高齢者を返せ！」「訴えるぞ」といった内容の強い要求があります。業務の支障となる

ばかりではなく、ときには、不安を覚えるほどの脅しや罵声を受けています。どのように対応したらよ

いでしょうか。 

 

○養護者から上記のような対応があった場合、高齢者虐待担当部署に窓口を一本化させ、組織的に対応

していくことが重要です。庁内の他の部署や地域包括支援センターに養護者からの働きかけがあって

も、高齢者虐待担当部署で対応することをあらかじめ周知・確認しておくことが重要です。 

○養護者の言動を整理し、窓口や連絡等における対応について管理者を含めた職員間で統一して決めて

おきます。不当要求に対する対応マニュアルがある場合には、それに従って対応することが必要です。 

○養護者に対しては複数人で対応し、毅然とした態度で臨むとともに、やりとりを記録に残しておく必

要があります。できれば相手の了解を得て録音をすることも、交渉経過を証拠に残しておくという点で

有効です。 

○対応方法については、弁護士や高齢者虐待対応専門職チームの助言を仰ぎ、整理していきます。 

○暴言や相談内容が終了してもいつまでも居座るような行為があれば、警察へ通報し協力を求めること

となります。 

○養護者に精神的疾患がある場合には、保健所等関係機関と連携し医療機関等にもつなげていくことを

考えます。 

 

〈法的対応〉 

○市町村担当部署の職員や地域包括支援センターの職員が養護者から暴行・脅迫を受け、養護者を説得

することができない状況になった場合には、警察の援助を求めるべきです。養護者による犯罪行為につ

いて告訴・告発をすることによって、警察の援助を受けることができます。 

告訴・告発の内容としては、以下のように整理することができます。 

ア．市町村担当部署や地域包括支援センターの窓口または立入調査の現場で、担当者に対して暴行・脅

迫をした場合には暴行罪・脅迫罪・強要罪。怪我をさせた場合には傷害罪。 

イ．立入調査など虐待対応の執行をしているときに、市町村の担当者に対して暴行・脅迫を加え、業務

の執行を妨害した場合には、公務執行妨害罪。 

ウ．市町村担当部署や地域包括支援センターの窓口で、担当者に対して暴行・脅迫を加え、業務を妨害

した場合は、威力業務妨害罪。 

 

○養護者が、市町村担当部署や地域包括支援センターの職員に対して、執拗に面談を求めてきたり、電

話をしつこくかけてくるような場合で、必ずしも犯罪に該当しない場合には、地方裁判所に仮処分命令

の申立てをすることもできます。担当者や職員に対して半径○○メートル以上接近することを禁止した

り、電話をかけることを禁止し、それにもかかわらず養護者が面談を求めたり電話をかけてきた場合に

は、制裁金を課すことができます。この申立ては、実際に被害を受けている担当者や職員が行うことが

できるほか、市町村長や地域包括支援センター委託先法人の管理者が申立人になることもできます。 

 

○不当な要求をする養護者に対して、弁護士を代理人につけるよう説得することも考えられます。代理

人の弁護士に養護者の主張を整理してもらい、その主張を正当な手段で実現してもらうことにより、不

当な要求に歯止めがかかることになります。   

 

  《日本社会福祉士会手引きｐ25から引用》 
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【参考】文章例 1 

本人には会えているが、地域包括支援センターからメモ等を残 

しても養護者と連絡が取れない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※「△△さま」が本人、「○○さま」が養護者を表す。 

   

《高齢者虐待事例分析検討委員会報告書から引用》 

 

○○さま 

 

 

この度は、△△さまの介護についてご相談したくお手紙を差し上げま

した。 

当市が委託運営している□□地域包括支援センターの実態把握調査に

おいて、現在、△△さまについて、医療機関への受診と何らかのケアが

必要な状態になっていることを把握しているところです。 

×月×日より、□□地域包括支援センターからも、△△さまへの○○

さまの介護を支援するために、○○さま宛に電話・手紙にて、連絡を差

し上げてまいりましたが、ご返信いただけないため、本日○○市高齢福

祉課○○係よりご連絡差し上げた次第です。 

△△さまのお体の状態の変化は急激に起こる可能性があり、ぜひ早急

なご相談をさせていただきたいと思っております。 

 【○月○日まで】に【○○市高齢福祉課○○係 電話：○○○―○

○○○、ＦＡＸ×××―××××】宛にご連絡をください。 

 ご連絡いただきやすい方法でご返信いただいて結構です。お忙しい中

恐縮ですが、何卒よろしくお願いいたします。 

 なお、○月○日までにご連絡をいただけない場合には、下記の対応を

取らせていただく場合があります。 

１．介護保険の申請 

２．（△△さまによる申請が出来ない場合には、職権により申請を行いま

す。） 

３．介護保険サービス等、日常に必要なサービスの導入 

  （△△さまによる契約利用が出来ない場合には、老人福祉法のやむ

を得ない事由による措置を行う場合があります。） 

４．医療機関への緊急受診支援 

  （○○さまに必要な場合は、医療機関への受診支援を行います。） 

手紙の目的

を書く。 

これが初め

てではない

事、今までの

支援・対応を

簡潔に、具体

的に書く。 

早急な返信

を求めてい

る理由を書

く。 
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【参考】文章例 2 

関係機関の協力による様々な訪問・連絡によっても本人の安否が 

確認できず、養護者とも連絡がとれない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※「△△さま」が本人、「○○さま」が養護者を表す。 

  上記以外に、発出番号や、区市町村名・部署名・連絡先を記す等、市町村からの文書で

あることを明らかにする。 

 

《高齢者虐待事例分析検討委員会報告書から引用》 

 

△△さま  ○○さま 

 

 

この度は、△△さまの生活状況の把握についてご相談したくお手紙を

差し上げました。 

当市が委託運営している□□地域包括支援センターの実態把握調査に

おいて、現在、△△さまの安否・生活状況について、把握できない状況

が○○日間続いております。 

×月×日より、□□地域包括支援センターからも、△△さまへの○○

さまの介護を支援するために、○○さま宛に電話・手紙にて、ご連絡を

差し上げてまいりましたが、ご返信いただけないため、本日○○市高齢

福祉課○○係よりご連絡差し上げた次第です。 

△△さまのお体の状態の変化は急激に起こる可能性があり、孤立死等

も想定して動かなければならないため、ぜひ早急な安否確認・実態把握

について御協力いただきたいと思っております。 

 【○月○日まで】に【○○市高齢福祉課○○係 電話：○○○―○

○○○、ＦＡＸ×××―××××】宛に、ご連絡をください。 

 ご連絡いただきやすい方法でご返信いただいて結構です。お忙しい中

恐縮ですが、何卒よろしくお願いいたします。 

                                                                                                                                                                                                                                                         

 なお、○月○日までにご連絡をいただけない場合には、下記の対応を

取らせていただく場合があります。 

 

  ○ 高齢者の姿が長期にわたって確認できず、また養護者が訪問に

応じないなど、接近する手掛かりを得ることが困難と判断され

る状況に対して実施する、高齢者虐待防止法第 11 条に基づく

立入調査 

  

手紙の目的

を書く。 

これが初め

てではない

事、今までの

対応をでき

れば具体的

に書く。 

早急な返信

を求めてい

る理由を書

く。 
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参考資料 

 

○「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」 

  令和７年３月 厚生労働省老健局 

○「市町村・地域包括支援センター・都道府県のための養護者による高齢者虐待対応 

 の手引き」 

  令和５年１月 社団法人日本社会福祉士会 

○「千葉県高齢者虐待対応マニュアル」   

  平成３１年３月 千葉県健康福祉部 

○「松戸市高齢者虐待防止対応マニュアル」 

  平成１８年３月 松戸市・松戸市高齢者虐待防止ネットワーク 

○「高齢者虐待対応ハンドブック改訂版～判断基準等資料」 

  平成２２年１月 埼玉県 

○「東京都高齢者虐待対応マニュアル」 

  平成１８年３月 東京都福祉保健局 

○「愛知県高齢者虐待対応マニュアル 各論編」 

  平成２３年３月 

  財団法人愛知県健康づくり振興事業団・あいち介護予防支援センター 

○「市川市高齢者虐待対応マニュアル」  

  平成２２年３月 市川市地域福祉支援課 

○「高齢者虐待事例分析検討委員会報告書」 

  平成２５年３月 東京都福祉保健局 

〇「 令 和 ３ 年 度『 高 齢 者 虐 待 の 防 止 、高 齢 者 の 養 護 者 に 対 す る 支 援 等 に 関 す る 法

律 』に 基 づ く 対 応 状 況 等 に 関 す る 調 査（ 令 和 ４ 年 度 調 査 ）に お け る 深 刻 度 の 変

更 に つ い て 」（ 事 務 連 絡 ）  

 令 和 ３ 年 ５ 月 ２ ４ 日  厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  


